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第 １ 章 
 

 

 

計 画 の 概 要 
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１．計画策定の背景と目的 

①地域をめぐる現状 

近年、全国的な少子高齢化の進行や社会情勢の変化の中で、さまざまな社会

的課題が浮かび上がっています。地域社会では、格差や社会的孤立・排除によ

り生活課題が広がり、福祉課題が深刻化しています。貧困や失業に陥った人、

障害のある人・子ども、老々介護世帯、引きこもりの人、依存症やさまざまな

疾病を抱える人、ＤＶ、外国人など、地域から孤立することによる関係性の貧

困が生きづらさにつながっています。最近では、新型コロナウイルス感染症が

住民生活に影響を与え、様々な生活課題が顕在化し、地域活動においても取り

組みに工夫が求められています。 

また、全国的に見ると、近所づきあいの減少や核家族化などの影響で、地域

の中で人の交流や支えあいは減少する傾向にあります。孤独死や虐待などの背

景にも、このような地域のつながりの希薄化が存在していると考えられます。 

一方で、地域の力を再評価し、地域における｢新たな支えあい｣の実現を目指

す動きも拡大しています。たび重なる地震・風水害などの自然災害や、孤独死・

虐待などの深刻化を目の当たりにして、地域のつながりの大切さが改めて見直

されるとともに、地域での見守り・支えあいやボランティア活動などを通じて、

困難を抱えている人の力になりたいという人も増加しています。 

 

②国の福祉制度改正と地域への影響 

このような現状をふまえて、国は、社会保障の持続可能性を確保するための

改革を進めています。改革の基本コンセプトとして「地域共生社会の実現」を

掲げ、制度・分野の枠や「支える側」「支えられる側」という従来の関係を超え

て、人と人、人と地域がつながり、一人ひとりが生きがいや役割をもち、助け

合いながら暮らしていくことができる、包摂的な地域づくりを目指しています。

このような方針のもとで、地域住民が抱える課題の多様化・複雑化を背景に、

属性を問わず広く地域住民を対象とした支援制度である重層的支援体制整備事

業がスタートしています。また、社会福祉法の改正により、社会福祉法人はそ

の高い公益性にかんがみ、地域の福祉ニーズ等を踏まえつつ、法人の自主性、

創意工夫による多様な地域貢献活動を行うこととされたことから、各地でさま

ざまな取り組みが展開されるようになりました。 
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③ＳＤＧｓと地域福祉 

平成 27 年には、国連サミットにおいて「持続可能な開発のための 2030 アジ

ェンダ」が全ての加盟国により合意され、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）が

世界共通の目標として掲げられました。ＳＤＧｓは 17 の目標（ゴール）と 169

の指標（ターゲット）から構成されており、2030 年を達成年限として「誰一人

取り残さない、持続可能で多様性と包摂性のある社会」の実現を目指していま

す。ＳＤＧｓが目指す理念や目標は地域福祉の理念に通じるものであり、今後

の活動推進にあたって念頭に置いていく必要があります。 

以上のような背景のもとで、地域住民をはじめとする地域福祉の担い手の主

体性を十分に尊重しながら、新たな制度や課題に対応できる地域づくりを進め

ていくことが求められています。 

 

④計画策定の目的 

歴史と伝統のある地域を擁する葛飾区では、古くからの地縁を基盤とした自

治町会などによる地域ささえあい活動が活発に行われています。また、区内で

はさまざまな分野でボランティア・市民活動団体などが積極的な活動を展開し

ています。 

葛飾区社会福祉協議会（葛飾社協）では、平成 28 年度に地域の関係者・関係

団体とともに「第３次葛飾区地域福祉活動計画」を策定し、小地域福祉活動の

推進やボランティア活動の推進などの取り組みを進めてきました。この計画が

令和３年度で終了することから、これまでの取り組みの成果と課題をふまえ、

葛飾区のめぐまれた地域福祉環境を活かしながら、新たな時代に対応できる地

域社会の実現と、それを支える葛飾社協の体制整備のために、この計画を策定

することとしました。 
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２．計画の位置づけと期間 

①計画の位置づけ 

この計画は、区民や地域のさまざまな関係者などの協働により、葛飾区の地域

福祉を推進することを目的とした行動計画です。葛飾区が策定した保健福祉の推

進に係る諸計画との連携・整合を図り、区と協働しながら推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②計画の期間 

この計画は、令和４年度から令和８年度までの５年間を期間とします。その

間、地域の現状や取り組みの進捗状況などをふまえて、必要に応じて見直しを

行います。計画の最終年度にあたる令和８年度には、次期計画の策定に向けた

全体的な総括を行います。 

     

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度  

       

 

連
携
・
協
働 

第４次葛飾区地域福祉活動計画 

（令和４年度～令和８年度） 

第３次計画 

 

見直し作業 

次期計画 

（予定） 

 

葛飾区が策定 

 

（葛飾区の保健福祉を推進する計画） 

 

 

 

 

 

 

葛飾社協が呼びかけ、地域の 

さまざまな活動主体が協力して策定 

（葛飾区の地域福祉を推進する計画） 

 

 

 

 

 

 

 葛飾区地域福祉活動計画 

みんなで創り・育む 

安心して暮らせる｢わがまち葛飾｣ 

 

葛飾区基本構想・基本計画・実施計画 

葛飾区地域福祉計画 
（葛飾区成年後見制度利用促進基本計画） 

葛飾区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 
葛飾区障害者施策推進計画 
葛飾区障害福祉計画 
葛飾区障害児福祉計画 
葛飾区高齢者虐待防止・養護者支援計画 
葛飾区子ども・子育て支援事業計画 
葛飾区子ども・若者計画 
かつしか健康実現プラン 

 

地域福祉の推進 

 



5 

３．計画の策定方法 

この計画は、葛飾社協が呼びかけて、区民や地域の関係者・関係団体などの

協働のもと、区とも連携しながら策定しました。策定にあたっては、小地域福

祉活動の推進者へのヒアリングをはじめ社会福祉法人などのアンケート調査結

果などに基づく現状と課題の分析、葛飾区地域福祉活動計画策定委員会、作業

委員会での検討、パブリックコメントによる区民意見の募集などを行い、区民

をはじめとする地域のさまざまな意見を計画に反映させました。 

  

４．計画の推進と評価 

この計画は、区民や地域の関係者・関係団体、葛飾社協などが協働して、区

とも連携を図りながら、地域全体で推進していきます。計画の進捗管理は、「計

画（Ｐｌａｎ）」「実行（Ｄｏ）」「評価（Ｃｈｅｃｋ）」「改善（Ａｃｔ）」のプロ

セスを順に実施していくＰＤＣＡサイクルで行います。 

計画の推進主体である葛飾社協自らが、年度ごとに進捗状況の確認（事業評

価）を行うとともに、葛飾区社会福祉法人地域協議会などを活用して、計画に

掲げる主要な取り組みについて、評価や意見徴取を行います。 

計画最終年度には、この計画で実現できた成果と、取り組みの中で明らかに

なった課題について全体的な総括を行い、その結果を次期計画の策定に活かし

ていきます。 

 

 

 

実行（Ｄｏ） 

計画に基づいて、地域の取り組みを実施し

ます。 

 

Ｄ 
改善（Ａｃｔ） 

評価に基づいて計画や取り組みを見直し、

必要に応じて修正を行います。 

 

Ａ 

計画（Ｐｌａｎ） 

目標を立て、それを実現するための取り組

みを立案します。 

 

Ｐ 

評価（Ｃｈｅｃｋ） 

実施結果を把握・分析し、取り組みの成果

と課題を明らかにします。 

 

Ｃ 
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第 ２ 章 
 

 

 

「わがまち葛飾」の現状と課題 

・第３次計画の成果と課題 
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１．葛飾区の現状 

①総人口・年齢三区分人口の推移 

 葛飾区の総人口は概ね緩やかな増加傾向にあり、令和３年には 463,691 人と

なっています。年齢三区分人口を見ると、高齢者人口（65 歳以上）が増加傾向

にあるのに対し、年少人口（０～14 歳）、生産年齢人口（15～64 歳）は若干の

変動はあるものの、ほぼ横ばいとなっています。 

 年齢三区分人口比率を見ると、高齢者人口の比率（高齢化率）は、令和３年

には 24.6％と 10 年間で 2.0 ポイント上昇しているのに対し、生産年齢人口、

年少人口の比率は下降から横ばいの傾向にあります。 

 

図１-１-１ 総人口・年齢三区分人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１-１-２ 年齢三区分人口比率の推移 

 

住民基本台帳・各年１月１日現在（平成 25 年より外国人も含む） 

 

住民基本台帳・各年１月１日現在（平成 25 年より外国人も含む） 

 

53,235 53,973 53,864 53,947 53,923 54,225 54,215 53,989 53,743 53,146

283,181 291,109 289,297 287,327 288,427 290,920 293,433 295,162 297,033 296,328

98,092 102,088 105,025 108,253 110,439 111,748 112,775 113,440 113,774 114,217

434,508
447,170 448,186 449,527 452,789 456,893 460,423 462,591 464,550 463,691

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

高齢者人口

（65歳以上）

生産年齢人口

（15～64歳）

年少人口

（０～14歳）

（人）

12.3% 12.1% 12.0% 12.0% 11.9% 11.9% 11.8% 11.7% 11.6% 11.5%

65.2% 65.1% 64.5% 63.9% 63.7% 63.7% 63.7% 63.8% 63.9% 63.9%

22.6% 22.8% 23.4% 24.1% 24.4% 24.5% 24.5% 24.5% 24.5% 24.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成24年平成25年平成26年平成27年平成28年平成29年平成30年令和元年令和２年 令和３年

高齢者人口

（65歳以上）

生産年齢人口

（15～64歳）

年少人口

（０～14歳）
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②総人口・年齢三区分人口の将来推計 

 葛飾区の総人口・年齢三区分人口の将来推計を見ると、今後総人口は減少し、

令和 27 年には 402,831 人になると見込まれています。年少人口と生産年齢人口

も減少するものと見込まれますが、高齢者人口は若干の変動はあるものの緩や

かな増加傾向が続くものと見込まれています。 

 年齢三区分人口比率の将来推計を見ると、高齢者人口の比率（高齢化率）は

今後も上昇を続け、令和 27 年には 30.5％になると見込まれています。年少人

口と生産年齢人口の割合は横ばいから下降傾向で推移するものと見込まれてい

ます。 

 

図１-２-１ 総人口・年齢三区分人口の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１-２-２ 年齢三区分人口比率の将来推計 

 

 

 

 

 

日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所：平成 30 年３月推計 

(平成 27 年は国勢調査に基づく)） 

52,325 51,188 49,163 47,302 46,083 45,629 44,751

281,517 277,619 275,853 269,360 258,515 244,189 235,188

109,071 110,223 107,987 109,397 114,136 121,227 122,892

442,913 439,030 433,003 426,059 418,734
411,045 402,831

0
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生産年齢人口

（15～64歳）

年少人口

（０～14歳）

（人）

11.8% 11.7% 11.4% 11.1% 11.0% 11.1% 11.1%

63.6% 63.2% 63.7% 63.2% 61.7% 59.4% 58.4%

24.6% 25.1% 24.9% 25.7% 27.3% 29.5% 30.5%
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（０～14歳）

日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所：平成 30 年３月推計 

(平成 27 年は国勢調査に基づく)） 
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③世帯数・１世帯あたりの人数 

葛飾区の世帯数は増加傾向にあり、令和３年には 238,563 世帯となっていま

す。１世帯当たりの人数は緩やかな減少傾向にあり、令和元年以降は２人を割

り込み、令和３年には 1.94 人となっています。 

 

図１-３ 世帯数・１世帯あたりの人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④家族形態の推移 

 家族形態の推移を見ると、単身高齢世帯と高齢夫婦のみ世帯の割合が上昇傾

向にあり、特に単身高齢世帯の伸びが大きくなっています。親と子ども世帯、

夫婦のみ世帯（その他）の割合は低下傾向にあります。 

 

図１-４ 家族形態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

住民基本台帳・各年１月１日現在（平成 25 年より外国人も含む） 
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⑤19 地区別人口・高齢化率 

 19 地区ごとの人口を見ると、高砂地区が 45,443 人と最も多く、次いで新小

岩北地区、亀有地区、南綾瀬地区の順となっています。高齢化率は西水元地区

が 28.5％と最も高く、次いで堀切地区、東四つ木地区、柴又地区の順になって

います。新小岩北地区は 21.6％と最も低くなっています。 
 

図１-５ 19 地区別人口・高齢化率 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民基本台帳・令和３年１月現在 

※地区区分は地区連合会の単位に準じていますが、統計処理の関係で範囲に若干の相違があります。 
 

⑥19 地区別住まいの形態 

 19 地区ごとの住まいの形態の割合を見ると、一戸建の割合は西水元地区で

60.2％と最も多く、次いで堀切地区、水元地区、東金町地区の順となっていま

す。集合住宅の割合は金町地区で 74.1％と最も多く、次いで青戸地区、新小岩

地区、亀有地区の順となっています。金町地区では６階以上に居住している世

帯が約２割と多くなっています。 
 

図１-６ 19 地区別住まいの形態 
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２．地域をめぐる課題 

 

 

 

 

①高齢者をめぐる状況 

 ～ 地域で高齢者や家族を支える基盤が必要 

葛飾区の高齢化率は、近年は横ばいで推移していますが、認知症高齢者、ひ

とり暮らし高齢者は増加傾向にあります。 

見守りが必要な高齢者や介護している家族を地域でどのように支えていくの

かが課題となっています。またコロナ禍により身体活動が低下したり、人との

交流が減ったりするなどの弊害も生じており、新たな生活環境に対応した支援

も求められています。 

 

図２-１-１ 高齢化率の推移（葛飾区・23 区・全国の比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-１-２ 

ひとり暮らし高齢者数 
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課題１ 

葛飾区・23 区：住民基本台帳（平成 25 年より外国人も含む） 

／全国：人口推計（総務省統計局）・各年１月１日現在  
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②子ども・子育て家庭をめぐる課題 

～ 地域全体で子どもの健やかな成長を支えることが必要 

アンケート調査によると、５歳以下の子どもの保護者の約９割が子育てに関

して不安や悩みがあると回答しています。背景には、核家族化や隣近所のつき

あいの希薄化などに伴う保護者の孤立があると考えられます。親族等に子ども

をみてもらえることができない保護者は２割以上に上っています。 

子育ての負担を保護者のみが負うのではなく、地域全体で子どもの健やかな

成長を支えていくことが必要とされています。児童の保護者を対象としたアン

ケート調査では、学校と家庭や地域が連携して活動できる環境については比較

的評価する意見が多くなっていますが、子育て支援に関する地域のボランティ

ア活動についてはあまり評価しないという意見が多く、子育てを支える地域力

の向上が課題となっています。 

 

図２-２-１      図２-２-２  

子育ての不安や悩みの有無   子どもを見てもらえる親族等の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-２-３ 学校と家庭や地域が連携して活動できる環境 

 

 

 

 

図２-２-４ 子育て支援に関する地域のボランティア活動 
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③障がい者支援の課題 

～ 生活基盤の整備に加え、地域住民の障がい理解がカギに 

葛飾区の身体障害者手帳所持者数は緩やかな減少傾向にありますが、愛の手

帳、精神障害者保健福祉手帳所持者数は増加傾向にあります。 

障がいのある方が地域で安心して暮らすためには、さまざまな障がいや支援

ニーズに対応した生活基盤の整備が必要であり、障がい福祉サービス等の公的

サービスだけでなく、社協のハンディキャブ運行など地域の力を活用した取り

組みも重要です。また、地域住民の障がいや障がい者に対する理解を促進する

とともに、発達障がいや高次脳機能障がい、難病など、これまで制度の狭間に

あった障がいに対する支援も一層充実する必要があります。 

 

図２-３-１ 身体障害者手帳所持者数（障がいの部位別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-３-２ 愛の手帳・精神障害者保健福祉手帳所持者数 
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④外国人や生活困窮者など、多様な住民が抱える課題 

～ 多様性を尊重しながらきめ細かな支援を行える地域づくりを 

 葛飾区の外国人人口は増加傾向が続いていましたが、令和３年にはコロナ禍

の影響もありやや減少しました。言葉の問題や文化・習慣の違いから、他の住

民と行き違いが生じたり、地域とのつながりを持つことが難しいといった課題

を抱えているケースも多くなっています。 

一方、葛飾区の生活保護被保護世帯数、被保護者数は令和元年度まで概ね横

ばい、保護率はやや低下傾向にありましたが、令和２年度にはコロナ禍の影響

により休業等で減収した方への生活福祉資金の特例貸付が総計 20,000 件を超

えており、今後は生活保護の対象者数も増加に転じる可能性があります。 

住民の多様化が進むとともに、生活課題もまた複雑化、多様化しており、多

様性を尊重しながら、一人ひとりの事情に応じたきめ細かな支援が行える地域

づくりが必要とされています。 

 

図２-４-１ 外国人人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-４-２ 生活保護の状況 
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⑤孤立、孤独死や自殺などの問題 

～ 孤立し困っている人を見逃さない地域づくりを 

仕事や学校に行けず家に籠り、家族以外とほとんど交流がない、いわゆるひ

きこもりの状態にある人は潜在的にはかなりの数に上ると見られており、ひき

こもりの長期化と保護者の高齢化により生活が立ち行かなくなる「8050 問題」

も深刻化しています。葛飾区の 18～39 歳の若者に、何日も家や自室に閉じこも

って外に出たくないと思うことがあるか聞いたところ、４割以上が「よくある」

「ときどきある」と回答しています。 

また、葛飾区でいわゆる「孤独死」の状態で見つかった高齢者数は増加傾向

にあり、この 10 年間で 1.5 倍以上になっています。葛飾区の自殺者数について

は、毎年増減しながら、近年は 80 人から 100 人あまりで推移しています。 

ひきこもりや孤独死、自殺は、周りの人たちの気づきと支援によって防ぐこ

とができると言われています。地域で孤立し、追い詰められて困っている人を

見逃さない地域づくりが必要とされています。 

 

図２-５-１ 何日も外出したくないと思うことがあるか 

 

 

 

 

 

図２-５-２ 自宅で遺体が見つかった 図２-５-３ 自殺者数 
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⑥自分の権利を守ることが困難な人に対する支援 

～ 増加する認知症高齢者や障がい者の権利擁護支援が必要 

 認知症高齢者や知的障がい者、精神障がい者の増加に伴い、金銭管理やサービ

ス利用の手続き等に支援が必要な人が増えています。認知症日常生活自立度Ⅱ以

上の方は、平成 30 年度には 12,796 人でしたが、令和 17 年度には 16,300 人と、

この間に約 1.27 倍増加するものと推計されています。 

葛飾区の成年後見制度利用者数は、令和２年度には 712 人でしたが、成年後見

制度対象人口（利用の必要性が高いと考えられる自立度Ⅲ以上の認知症高齢者及

び重度知的障がい者、重度精神障がい者の数）は今後増加するものと見込まれて

おり、成年後見制度等の権利擁護支援の一層の充実が必要とされています。 

 

図２-６-１ 認知症高齢者数の将来推計 
ランク 判定基準 

Ⅰ 
何らかの認知症を有するが、日常生活は
家庭内及び社会的にほぼ自立している。 

Ⅱ 
日常生活に支障を来たすような症状・行
動や意思疎通の困難さが多少見られて
も、誰かが注意していれば自立できる。 

Ⅱa 家庭外で上記Ⅱの状態がみられる。 
Ⅱb 家庭内でも上記Ⅱの状態がみられる。 

Ⅲ 日常生活に支障を来たすような症状・行動や意
思疎通の困難さが見られ、介護を必要とする。 

Ⅲa 日中を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 
Ⅲb 夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 

Ⅳ 
日常生活に支障を来たすような症状・
行動や意思疎通の困難さが頻繁に見ら
れ、常に介護を必要とする。 

Ｍ 
著しい精神症状や周辺症状あるいは重篤な
身体疾患が見られ、専門医療を必要とする。 

 

 

図２-６-２ 成年後見制度対象人口の将来推計 
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元年度認知症高齢者数等の分布調査報告書｟東京都｠）より推計 

重度知的障がい者、重度精神障がい者数：愛の手帳及び精神障害者保健福祉

手帳所持者数実績値より推計 

 

 

≪参考≫認知症高齢者の日常生活自立度判定基準 
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①地域のつながりの希薄化 

～ 定住志向が強いものの、近隣とのつきあいが少ない人も多い 

 葛飾区では、区内在住年数 30 年以上の方が約半数を占めており、今後も区内

に住み続けたい方が８割以上と、定住志向の強い地域となっています。下町の

人情味あふれる地域性をよく保っていることが特徴ですが、一方で高齢化の進

行や近隣関係の希薄化といった全国的な傾向とも共通するところがあります。

20 歳以上の区民を対象とした調査では、地域に頼れる人や相談先がないという

人は６割に上っています。また、ひとり暮らし高齢者を対象とした調査では、

約４割が近隣とはあいさつ程度の最小限のつきあいしかないと回答しています。 

 

図２-７-１ 地域で頼れる人・相談先（男女別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-７-２ ひとり暮らし高齢者・75 歳以上のみの世帯の近隣との交流状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域のつながりの希薄化と「新たな支えあい」の必要性 

課題２ 

葛飾区政策・施策マーケティング調査（令和２年度） 

ひとり暮らし高齢者及び 75 歳以上の方のみの世帯実態調査報告書（平成 29 年度） 
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27.3%
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37.0%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

男性

女性

頼れる人・相談先がある 頼れる人・相談先がない 無回答
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②地域活動の担い手不足 

～ 活動の担い手の高齢化や新たな参加者の不足が深刻に 

 葛飾区では、自治町会・高齢者クラブなどの地縁団体や、さまざまな分野の

ボランティア・市民活動団体などが活発に活動していますが、地域活動の担い

手の高齢化や新規参加者の不足が問題となっています。 

 小地域福祉活動に参加している方を対象としたアンケート調査では、地域の

課題として「地域活動の担い手不足や高齢化」が最も多くなっています。また、

ボランティア団体やＮＰＯ等を対象としたアンケート調査でも、活動や組織運

営に関する課題として「メンバーの高齢化」「新しいメンバーが集まらない」が

上位を占めており、活動や団体の種類にかかわらず、担い手の確保が大きな課

題となっていることが伺えます。 

 

図２-８-１ 地域の課題（小地域福祉活動調査：上位５項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-８-２ 活動や組織運営に関する課題（地域福祉活動団体調査：上位５項目） 
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41.9%

34.4%

23.7%

12.9%

12.9%
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事務手続きに関する負担が大きい

行政等のサポートが十分でない

第４次葛飾区地域福祉活動計画策定のためのアンケート調査（令和３年度） 
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③地域活動への期待の高まりと新たな担い手の確保 

～ 潜在的な参加希望者を活動に結びつけることが課題 

活動の担い手が不足する一方で、相次ぐ自然災害や孤独死・虐待・貧困等の

社会問題の深刻化に伴い、地域のつながりや地域活動の大切さを見直す動きが

高まっています。アンケート調査では、自治町会やＮＰＯ・ボランティアなど

の地域活動が日常生活に不可欠だという回答が７割近くに上っています。 

 地域活動の重要性が認識されている一方で、最近１年間に地域活動に参加し

たという回答は２割あまりにとどまっています。社会的活動に今後参加したい

という回答は増加傾向にあることから、活動に関心はあっても、さまざまな理

由で参加にまでは至っていない方が多いと考えられ、潜在的な参加希望者を実

際の活動にどのように結び付けていくのかが大きな課題となっています。特に

若い世代ほど地域とのつながりや活動への参加が少ないことから、若年層にど

のように働きかけていくのか検討する必要があります。 

 

図２-９-１ 地域活動の必要意識 

 

 

 

 

図２-９-２ 最近１年間の地域活動への参加（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-９-３ 社会的活動への参加意向 

 

 

 

葛飾区政策・施策マーケティング調査（令和２年度） 

 

葛飾区世論調査（平成 30 年度） 
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④社会福祉法人との新たな協働・連携 

～ 社会福祉法人が持つ資源や専門性の活用に期待 

平成 28 年に改正された社会福祉法では、社会福祉法人の公益性・非営利性を

踏まえ、法人の本旨から導かれる本来の役割を明確化するため、「地域における

公益的な取り組み」の実施に関する責務規定が創設されました。 

葛飾区内の社会福祉法人に今後の地域公益活動について聞いたところ、今後

新たな活動に取り組みたいという回答が上位を占めており、活動に積極的な法

人が多いことが伺えます。地域との関わり方についても、福祉活動の要となっ

て関わりたいという回答が最も多く、今後地域のネットワークの中で社会福祉

法人が重要な役割を果たすことが期待されます。 

 取り組んでいる活動の内容を見ると、「職員の知識や経験を活かした活動（職

員の派遣、講座の講師等）」が最も多く、社会福祉法人が持つ資源（職員・専門

性・ノウハウ）を地域のために一層活用することが望まれます。特に、地域活動

の担い手の確保・育成のために、社会福祉法人が持つ人材育成ツール（ボランテ

ィアや実習生、インターンシップの受入等）を活かしていくことが重要です。 

 

図２-10-１ 今後の地域公益活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-10-２ 地域との関わり方について 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人地域公益活動アンケート調査（令和３年度） 
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①活動主体同士の連携の不足 

～ 連携の必要性は認識されているが実際には不十分 

地域ではさまざまな活動主体が多様な取り組みを行っていますが、自治町会

などの地縁団体とボランティア・市民活動団体などのテーマ型団体の間では、

十分な連携ができていないのが現状です。地域活動に参加している方でも、地

域の中で自分たち以外にどのような活動主体がどのような活動をしているのか

十分知らないことも多くなっています。 

小地域福祉活動に参加している方を対象としたアンケート調査では、地域課

題解決のための連携が「必要だと思う」という回答が９割近くに上っており、

連携の必要性は広く認識されていると考えられます。また、福祉専門職・専門

機関等が進めるべき取り組みでも、「地域内の連携体制づくり」という回答が最

も多くなっています。一方で、ボランティア団体やＮＰＯを対象としたアンケ

ート調査では、他の団体との連携ができていない理由として、「連携するきっか

けやつながりがない」という回答が最も多くなっています。 

 

図２-11-１ 地域課題解決のための連携の必要性（小地域福祉活動調査） 

 

 

 

 

図２-11-２ 福祉専門職・ 

専門機関等が進めるべき取組 

（小地域福祉活動調査：上位５項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域における連携体制づくりと包括支援の強化 

課題３ 

第４次葛飾区地域福祉活動計画策定のためのアンケート調査（令和３年度） 

図２-11-３ 連携できていない理由 

（地域福祉活動団体調査：上位５項目） 
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②地域のさまざまな活動主体の連携・協働、ネットワークづくり 

～ 地域のコーディネーター役としての社協へ 

アンケート調査から、具体的に連携が必要だと考えられている活動主体を見る

と、小地域福祉活動に参加している方では「社会福祉法人・福祉施設」に次いで

「ボランティア」「ＮＰＯ・市民活動団体」が上位に挙がっており、テーマ型の取

り組みとの連携が必要であるという意見が多くなっています。地域福祉活動団体

や社会福祉法人でも、「自治町会」が上位に挙がっており、地縁型の取り組みとテ

ーマ型の取り組みの連携の必要性があることが双方から認識されていることがわ

かります。 

地域の活動主体相互の連携と包括的支援の強化が求められる中で、地縁型、テ

ーマ型双方とのつながりを有する社協や社協職員等の福祉専門職・専門機関等に

は、地域の情報共有と連携のコーディネーター役としての役割を果たすことが期

待されています。社協がこれまでに培ってきた地域での幅広いつながりを生かし

て、自治町会や民生委員・児童委員、ボランティア、ＮＰＯ・市民活動団体、社

会福祉法人などさまざまな活動主体の連携を促進し、地域の情報センター、地域

ネットワークの中心として、新たな時代に対応できる社協に進化していくことが

求められています。 
 

図２-12-１ 必要な連携先（小地域福祉活動調査：上位５項目） 

 

 

 

 

 

図２-12-２ 連携が必要な活動主体（地域福祉活動団体調査：上位５項目） 

 

 

 

 

 

図２-12-３ 今後連携が必要な活動主体（上位５項目） 
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社会福祉法人地域公益活動アンケート調査（令和３年度） 

第４次葛飾区地域福祉活動計画策定のためのアンケート調査（令和３年度） 
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③地域の居場所づくりの可能性 ～ 居場所を活用した活動の展開 

 地域活動の推進には、「人材」とともに「場所」も重要です。地域の中に活動

拠点があることで、多くの人が集まり、さまざまな活動の舞台となるだけでな

く、人と人とのつながりが生まれ、相談や見守りにつなげることもできます。 

 小地域福祉活動に参加している方に、地域課題を解決するために必要なこと

を聞いたところ、「地域活動の担い手確保」に次いで、「気軽に集まれる居場所

づくり」が多くなっており、社会福祉法人へのアンケート調査でも同様の回答

が上位に挙げられています。また、地域活動の拠点の必要性については、８割

以上の方が「非常に必要だと思う」「必要だと思う」と回答しており、地域にお

ける活動拠点の必要性が広く認識されていることが伺えます。 

 誰もが気軽に立ち寄って、お茶を飲みながら話したり、さまざまな活動を行

える拠点が身近にあることが理想ですが、居場所づくりに適した場所を確保す

ることは必ずしも容易ではありません。公共施設、民間施設の空きスペースや、

空き家、空き店舗の活用なども検討する必要がありますが、社会福祉法人の地

域公益活動では「施設の場所や設備を活かした活動」も多く行われており、福

祉施設が有するスペースを柔軟に活用することも選択肢の一つになり得ると考

えられます（21 ページ図２-10-３参照）。 

 

図２-13-１ 地域課題を解決する 

ために必要なこと 

（小地域福祉活動調査：上位５項目） 

 

 

 

図２-13-２ 必要な活動や取り組み 

（上位６項目） 

 

 

 

 

図２-13-３ 地域活動の拠点の必要性（小地域福祉活動調査） 
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社会福祉法人地域公益活動アンケート調査（令和３年度） 

 

第４次葛飾区地域福祉活動計画策定のためのアンケート調査（令和３年度） 
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３．第３次計画の成果と課題 

   このマークがついている取組は、第３次計画の重点的な取り組みです。 

 

（１）地域で支えあい、つながるしくみをつくります 

①小地域福祉活動の推進 
 

第３次計画の成果 

●活動内容や頻度などに差はあるも

のの、参加者には活動の必要性が

広く認識されてきており、地域住

民が主体となり 19 地区それぞれ

で工夫した取り組みが行われてい

ます。活動の支援体制も整いまし

た。  

●各地区の活動の継続と充実を図る

ことができるように検討会を設置

し、地域の実情に応じた、また、

独自性を尊重した活動が展開でき

るように助成金制度や参加人数や

回数に応じた加算する仕組み、各

地区の小地域福祉活動の情報を定

期的に提供するなど支援方法を見

直しました。  

●各地区の活動報告や地区で抱える

課題などを共有し、今後の活動に

活かしてもらうために年１回講演

会や情報交換会などを開催してい

ます。  

 
 

第４次計画に向けた課題 

●地域の特性やニーズに合わせた

活動を進めるとともに、活動の見

える化、活動の定期化を目指しな

がら、内容の充実を図っていくこ

とが必要です。また、活動の拠点

として、気軽に立ち寄れる居場所

づくりが必要になっています。  

●若い世代の理解や参加・協力が得

にくく、役員等の高齢化が進んで

いることから、地域福祉への理解

を広く住民に浸透させるととも

に、新たな担い手を募っていく必

要があります。  

●外国人人口の増加などに伴い、住

民の生活課題の多様化が進む中

で、社会福祉法人をはじめとする

地域のさまざまな関係機関との

連携・ネットワークを強化すると

ともに、専門職による助言・支援

や、多様な手段を活用した情報発

信・情報共有が必要です。  

 

 

★重点 

★重点 1 
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②ボランティア活動の推進 
 

第３次計画の成果 

●年度ごとに内容を変えるなど、工夫

をこらしながらの講座の開催や、団

体紹介、活動発表の場としてのボラ

ンティアまつりの定期開催を行い

ました。  

●情報誌やメールマガジンなどを活

用した分かりやすい情報の発信や

助成金によるボランティアグルー

プへの支援など、ボランティア活動

の活性化を図りました。  

 
 

第４次計画に向けた課題 

●新たなボランティア層の発掘やマ

ッチングに向け、ＳＮＳを活用し

た情報発信の充実が求められてい

ます。  

●講座受講者を具体的な活動につな

げる人材育成のしくみづくりが必

要です。  

●ボランティアや NPO と更なる連

携を進めたボランティアまつりの

開催が求められています。  

 

③福祉教育の充実 
 

第３次計画の成果 

●実績を見ると必ずしも目標どおり

とは言えない事業もありますが、体

験学習や学校への出前講座などで、

高まる福祉教育へのニーズにほぼ

応えることができています。  

●総合的には、児童・生徒の福祉やボ

ランティア活動に関する意識を高

めることにつなげることができて

います。  

 
 

第４次計画に向けた課題 

●具体的なボランティア活動参加に

つなげ る仕組 みづ くりが 必要 で

す。  

●情報発信の充実と周知の工夫とと

もに、教育機関だけでなく地域や

企業においても福祉教育を充実さ

せることが必要です。  

 

④地域団体・福祉団体等の支援 
 

第３次計画の成果 

●助成事業を通して、地域の福祉団体

や福祉施設の活動を支援するとと

もに、地域福祉活動の推進を図るこ

とができました。  

 

 
 

第４次計画に向けた課題 

●一定の成果はあるものの、取り組

みについて周知を図っていくこと

や、団体同士の連携による地域福

祉活動の推進についても考えてい

く必要があります。  
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（２）区民同士のたすけあい活動を広げます 

①地域支えあい活動の充実 

第３次計画の成果 

●取り組み事業の、しあわせサービ

ス、ファミリーサポートセンター、

生活支援ボランティア、ハンディキ

ャブ運行事業、高齢者食事サービス

活動支援は、いずれも、公的サービ

スではまかないきれない部分を支

える住民参加型の貴重なサービス

となっています。  

●それぞれの事業において利用件数

が減少傾向にあり、担い手の不足や

高齢化という共通の課題もありま

す。  

 第４次計画に向けた課題 

●担い手を確保するための情報発信

を充実するとともに、ニーズや時

代の変化に対応した対象者等の見

直しが必要です。  

●組織内サービス間の情報共有と連

携により、さまざまな場面や機会

を使って PR するなど、会員減など

の課題解決に向けて横断的な取組

を展開していく必要があります。  

●加えて、利用件数や担い手の減少

についての検証、分析が必要とさ

れています。  

 

②成年後見センター機能の活用 

第３次計画の成果 

●第３次活動計画に示された方向性

や目的に沿って成年後見センター

の機能を活用し、計画に掲げられた

具体的な各取組についても着実に

進捗しています。  

●一方で、成年後見制度をはじめとす

る権利擁護のための制度や仕組み

をさらに活用・推進するためには、

自らの権利を守ることが難しく、地

域生活の継続が困難な人など、地域

に潜在する対象者を一人でも多く

発見し、サービス提供につなげるこ

とが必要です。  

 

 第４次計画に向けた課題 

●令和２年度より成年後見制度に係

る地域ネットワークの中核機関の

運営を葛飾区から受託したため、

制度の より円 滑な 利用促 進に 向

け、広報・普及啓発の充実や本人

の状況等に応じた適切な成年後見

人等候補者の調整、親族後見人の

適切な後見業務への支援等を図る

ことが必要です。  

●関係機関との連携強化により、支

援が必要な方を早期に発見し、潜

在需要の発掘に努め、サービスや

制度の利用など適切な支援につな

げていく必要があります。  

 

★重点３ 

★重点２ 
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③健康づくり・生きがいづくり 

第３次計画の成果 

●介護支援サポーターではサポータ

ー数、受け入れ施設数が着実に増え

ています。  

●シニア就業支援事業（ワークスかつ

しか）への来所者数、あっせん就職

者数、高齢者作品展の出品者はいず

れも減少傾向にありますが、シニア

世代の生きがいづくりや活躍の場

として必要とされています。  

 

 第４次計画に向けた課題 

●制度の普及啓発のために、ニーズ

の変化 に対応 した 条件の 緩和 な

ど、制度の見直しが必要です（高

齢者作 品展・ 介護 支援サ ポー タ

ー）。  

●潜在的な事業の対象者（利用者・

援助者）への働きかけとともに、

援助者を他の事業に紹介する仕組

みづくりが必要です。  

●シニア就業支援事業（ワークスか

つしか）については、多様な働き

方に応えられるよう、企業者側と

求職者側双方の開拓と登録整備が

必要です  

 

④福祉人材の育成・活用 

第３次計画の成果 

●手話講習会で学び、手話通訳者とし

て活躍している方が増えており、通

訳者の派遣件数も例年 1,500 件を

超えています。 

●一方で、手話通訳者を目指さない方

の活躍の場は限られています。  

 

 第４次計画に向けた課題 

●受講生が無理なく続けられるよう

なカリキュラム作りと修了者の手

話の技能を活用できる場づくりが

必要です。  

●新型コロナウイルスの対策も含

め、定員数をはじめとした講習会

の仕組みを検討し、一人ひとりへ

のきめ細かな指導ができるよう講

習会の充実を図っていきます。  

●手話通訳派遣事業を充実させるた

め、関係者と連携しながら、新た

に登録する通訳者の育成を進めて

いきます。  
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⑤募金活動の推進 

第３次計画の成果 

●自治町会連合会、民生委員児童委員

協議会など関係団体の協力を得て

地域に根差した募金活動を毎年実

施することができました。  

 第４次計画に向けた課題 

●更なる募金趣旨の周知によって、

募金額の維持・増額を図り、地域

福祉の充実のために活用していく

必要があります。  

 

 

（３）自分らしく安心して暮らせるまちをつくります 

①在宅福祉サービスの充実 

第３次計画の成果 

●ひとり暮らし高齢者毎日訪問事業

は例年 1,200 人の方が利用してお

り、あいさつなどひと声かけること

により孤独感を解消するとともに、

利用者の確実な安否確認につなが

っています。  

●ひとり親家庭等に一定期間ホーム

ヘルパーを派遣することによりそ

の自立を図っているものの、必ずし

もニーズに対応できていない部分

もあります。  

 第４次計画に向けた課題 

●各事業間での一層の周知を行い、

利用者の増を図ります。  

●安否確認については、関係機関や

同様のサービスとの連携、介護サ

ービスや住居などの利用者情報の

収集を徹底し、安否確認を強化し

ていきます。  

●利用希望者のニーズ等が変わり、

現行では対象とならない事例につ

いて、サービスの必要性を十分に

考慮し、利用要件の見直しやサー

ビス内容等を検討する必要があり

ます。  
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②生活福祉資金の貸付等 

第３次計画の成果 

●低所得者・高齢者・障がい者・離職

者への貸付を行い、世帯の自立を支

援しています。  

●小口生活資金の滞納債権整理が一

定程度進んでいます。  

 第４次計画に向けた課題 

●新型コロナウイルスの影響を受け

た世帯に対する特例貸付の償還時

期を迎えるため、職員の体制づく

りが必要です。  

●貸付を受けなければ課題が解決し

ない世帯への制度の周知が必要で

す。  

●東京都社会福祉協議会の貸付事業

で対応可能であることから、本会

独自の小口生活資金貸付の廃止に

ついて検討する必要があります。  

 

 

③災害ボランティア活動の支援 

第３次計画の成果 

●講座や訓練、活動を通して災害ボラ

ンティア活動の普及啓発を進め、毎

年 20 名程度の災害ボランティアの

新規登録者があります。 

●城東ブロックでの連携体制の構築

は始まっていますが、災害支援団体

などとの連携体制はまだ十分では

ありません。  

 

 第４次計画に向けた課題 

●情報発信の仕組みづくりと強化を

図ることが必要です。  

●災害支援団体などとの連携体制の

強化が必要です。  
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（４）「わがまち葛飾」を実現するための組織をつくります 

①社協運営の充実 

第３次計画の成果 

●例年「事業評価制度による事務事業

の見直し」を実施し、これを活用し

て「活動計画推進体制の整備」に繋

げています。  

●「執行体制の構築」や「活動計画に

対する区の支援要請」において、計

画に掲げた成果を上げていると考

えられます。  

 第４次計画に向けた課題 

●事業評価と次期計画策定との調整

を図ることが必要です。  

●職員増員に伴う事務執務体制（場

所・環境等）の確保を図ることが

必要です。  

●計画を進めるにあたり必要となる

予算等について、区と継続協議を

行うことが必要です。  

 

 

②情報発信・広報活動の強化  

第３次計画の成果 

●社協だよりの全面カラー化、ガイド

ブックの改定、パネルやスタッフジ

ャンパー、アエナちゃん「着ぐるみ」

の作成などを通じて、社協の周知や

ＰＲに努めています。  

●一方で、ホームページの改良や新た

なメディアの活用は十分進んでい

ないのが現状です。  

 第４次計画に向けた課題 

●新たなメディアの活用の評価・検

討を行い、年齢層に応じた効果的

な情報発信を実施することが必要

です。  

●広報紙については、幅広い世代に

とって、より見やすく、関心を引

くような紙面づくりに努めること

が必要です。  

 

③財政基盤の強化 

第３次計画の成果 

●会員増強活動については目標を下

回っていますが、他の取組について

は財政基盤の強化に成果を上げる

ことができており、社協運営体制を

より強固にする結果が得られてい

ます。  

 第４次計画に向けた課題 

●各種関係機関・関係団体との連携

強化を図るとともに、情報発信や

会員増強活動にさらに力を入れて

いく必要があります。  

●基金運用の更なる工夫を図り、地

域住民の福祉向上のため、基金を

有効に活用する施策を検討・実施

する必要があります。  

★重点４ 



32 

４．第４次計画に向けたポイント  

 

 

 

 

 

ポイント１ 多様化・複雑化する地域課題への対応 

 今や単身世帯の比率が一番多くなる等、人口構造や若者の雇用環境の変化な

どが進む中で、外国人、生活困窮者、ひきこもりなど地域住民の多様化も進ん

でおり、それぞれの住民が抱える生活課題もまた多様化、複雑化しています。

このような地域課題に対応していくためには、従来の高齢者、障がい者、子ど

も・子育て世帯など対象者ごとに分かれた支援では不十分です。地域福祉の活

動の中で、縦割りに捉われない分野横断的な取組を推進することで、複合的な

課題を抱える対象者を包括的にサポートしていくことが必要とされています。

また、認知症高齢者や障がい者など、自分の権利を守ることが困難な方をサポ

ートするために、権利擁護支援を推進することも重要です。 

 

ポイント２ 活動の担い手や参加者の増加促進 

 多くの活動で、活動の担い手の高齢化や新たな担い手の不足が深刻化してお

り、講座・講習の参加者数やボランティアの登録者数も伸び悩んでいるのが現

状です。アンケート調査結果から、活動に関心はあっても実際の参加に結び付

いていない潜在的活動者が多数いることが伺えることから、気軽に活動に参加

できるようにするためのきっかけづくりが重要であると考えられます。特に若

い世代の参加が少ないことから、若年層にどのように働きかけていくのか、情

報発信の内容や方法等も含めて検討する必要があります。 

 

 葛飾区の現状、地域をめぐる課題、第３次計画の進捗状況などを踏まえて、

第４次計画の５年間に重点的に対応する必要のあるポイントを３点に集約

しました。本計画の推進にあたっては、これらのポイントを特に念頭に置い

て取り組みを実施していきます。 
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ポイント３ 地域のコーディネーター役としての社協へ 

 社協は今後、地域の「住民主体」の活動への支援を一層強化していきますが、

地域ではさまざまな活動主体が取り組みを推進している一方で、活動主体相互

の理解や連携があまり進んでいないのが現状です。地域でさまざまな活動主体

とのつながりを持つ社協には、人と情報のネットワークの中核としての役割を

果たすことが期待されています。地域の期待に応えられるよう組織体制を強化

するとともに、社協職員がより積極的に地域に足を運ぶことで、地域のコーデ

ィネーター役としての社協に変革していくことが求められています。地域住民

や関係者・関係団体等の協働支援を通じて地域課題の解決に努め、より良い地

域づくりに貢献していくため、地域の生活支援やネットワークづくりを担う専

門職であるコミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）の配置を検討していき

ます。また、誰でも気軽に立ち寄れて、お茶を飲みながら会話したり、心配事

の相談などができる地域の居場所づくりを推進し、地域におけるさまざまな活

動の拠点にしていくことで、地域における助け合いの輪を拡げていきます。 
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コミュニティソーシャルワーカーの役割 

①ＳＯＳを自分から発信できない方や、社会的孤立により支援につながら

ない方などを、地域の中で活動することを通して、地域の方の声をもと

に、問題が重篤化する前に発見し、必要なサービスにつなぐとともに、

専門機関と一緒に支援します。 

②ひきこもり、セルフ・ネグレクト、ごみ屋敷問題など、適切なつなぎ先

がない方や、複数の課題を抱える方など、既存の福祉サービスだけでは

対応が困難な方を、地域の福祉力を育むことにより、地域の方と協力し

て支援します。 

③一人一人の支援を通し、そこから見えてくる地域の課題について、地域の

方と一緒に考え、支え合いや助け合いの仕組みづくりに取り組むことによ

り、地域課題を自ら発見、検討、解決できる地域づくりを支援します。 

 

 

引用 葛飾区地域福祉計画（令和２年） 

ココララムム  
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第 ３ 章 
 

 

 

計画の基本的な考え方 
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１．基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 葛飾区地域福祉活動計画では、第１次計画から「みんなで創り・育む 安心

して暮らせる『わがまち葛飾』」を基本理念に掲げて地域福祉を推進してきまし

た。地域福祉の主役は区民自身であり、「安心して暮らせる『わがまち葛飾』」

は全ての区民と関係者が参加して、自分たちで「創り」「育む」ものです。第４

次計画でもこの理念を継承し、引き続き取り組みを推進していきます。 

 

２．基本目標 

 基本理念を実現するために目指すべき目標として、以下の基本目標を掲げま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みんなで創
つく

り・育
はぐく

む 

安心して暮らせる「わがまち葛飾」 
 

みんなで創
つく

り・育
はぐく

む 地域のきずな 

みんなで創
つく

り・育
はぐく

む 理解しあうこころ 

みんなで創
つく

り・育
はぐく

む 思いやりと安心の輪 
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基本目標１ 

みんなで創り・育む 地域のきずな 
   

地域福祉は地域住民とさまざまな活動主体が協働して推進していくものです

が、その基礎となるのは身近な地域での人と人とのつながりです。さまざまな

仕組みや取り組みを実施しても、地域の中で人のつながりや助け合う心が希薄

であっては、それらをうまく活かしていくことは困難です。それぞれの地域で

人の交流を促し、地域のきずなを深めていくことを通じて、安心して暮らせる

「わがまち葛飾」の実現を目指します。 

 

基本目標２ 

みんなで創り・育む 理解しあうこころ 
  

地域では子どもや青少年、高齢者、障がい者、外国人など、さまざまな人が

生活していますが、普段の生活の中で多くの人と知り合ったり、交流したりす

る機会は少ないのが現状です。地域での支えあいや助けあいは、まずお互いの

ことをよく知り、理解しあうところから始まります。異なる世代、さまざまな

立場の人同士がお互いに顔の見える関係を築き、共に暮らしていける地域をつ

くりあげていくことで、安心して暮らせる「わがまち葛飾」の実現を目指しま

す。 

 

基本目標３ 

みんなで創り・育む 思いやりと安心の輪 
  

すべての人が安心して暮らすことができる地域の実現を目指すには、公的な

福祉制度も重要ですが、地域が抱える生活課題や必要とされている支援は多種

多様であり、それらにきめ細かく対応していくためには、区民やさまざまな関

係者がそれぞれの力を活かして、柔軟な支援を提供していくことが必要になっ

てきます。すべての区民や関係者が思いやりの心を持ち、安心の輪を広げてい

くことを通じて、安心して暮らせる「わがまち葛飾」の実現を目指します。 
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３．計画の体系 

基本理念、基本目標に基づき、以下の体系で取り組みを推進していきます。 

 

基本理念 基本目標 基本方針 

み
ん
な
で
創
り
・
育
む 

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
「
わ
が
ま
ち
葛
飾
」 

３ 

み
ん
な
で
創
り
・
育
む 

思
い
や
り
と
安
心
の
輪 

２ 

み
ん
な
で
創
り
・
育
む 

理
解
し
あ
う
こ
こ
ろ 

１ 

み
ん
な
で
創
り
・
育
む 

地
域
の
き
ず
な 

１ 地域でつながり、支えあう 

  しくみをつくります 

  【住民主体の取り組み】 

２ 住民同士のたすけあいの輪を 

広げます 

  【住民と社協が協力する取り組み】 

３ 一人ひとりが自分らしく安心して 

暮らせるまちをつくります 

  【社協が関係機関と協働して安心を届ける取り組み】 

４ 「わがまち葛飾」を実現するための 

組織をつくります 

  【社協の組織運営に関する取り組み】 
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取り組みの柱 主な取り組み 

(1) 小地域福祉活動の推進 重点１ 
①実施体制の整備・活動支援 
②活動を担う仲間づくり 
③地域関係者のネットワークづくり 

(2) ボランティア・地域貢献活動の推進 

重点２ 

①ボランティアまつり 
②ボランティア・地域活動講座 
③専門ボランティア養成講座 
④相談・紹介・登録 
⑤ボランティアグループ支援 
⑥情報収集・発信のしくみの充実 
⑦ＮＰＯ・地域貢献活動団体支援 
⑧災害ボランティアセンター機能の充実 

(3) 福祉教育の充実 

①ボランティアスクール 
②福祉・ボランティア出前講座 
③福祉教育推進協力校支援 
④福祉教育研修会 
⑤手話講習会 

(4) 地域団体・福祉団体等の支援 

①地区高齢者支援活動助成金 
②地域福祉活動助成 
③高齢者食事サービス活動支援 
④フードバンク事業 

(1) 地域支えあい活動の充実 重点３ 

①法人の地域ネットワーク化事業 
②居場所づくり事業 
③地域支えあい基金 
④助け合い活動経費支援 

(2) 住民参加型サービスの推進 
①しあわせサービス 
②ファミリー・サポート・センター 
③生活支援ボランティア 

(3) 募金活動の推進 
①歳末たすけあい・地域福祉活動募金 
②赤い羽根共同募金 

(1) あんしん生活サービスの充実 

①ハンディキャブ運行 
②手話通訳者派遣 
③ひとりぐらし高齢者毎日訪問事業 
④ひとり親家庭等ホームヘルパー派遣事業 

(2) 生活福祉資金の貸付等 
①生活福祉資金貸付 
②小口生活資金貸付 

(3) 権利擁護支援の推進 重点４ 

①相談事業 
②成年後見制度利用支援事業 
③訪問援助事業 
④人生のエンディングの準備支援事業 

(4) 健康づくり・生きがいづくり 
①ワークスかつしか（シニア就業支援事業） 
②高齢者作品展（かつしか大人のアートフェア） 
③介護支援サポーター 

(1) 社協運営の充実 
①事業評価制度による事務事業の見直し 
②事務局執行体制の構築 
③活動計画推進体制の整備 

(2) 情報発信・広報活動の強化 

①社協だよりの発行 
②社協の案内・ガイドブックの発行 
③ウェブメディア、ＳＮＳの活用 
④評議員会の審議事項の情報提供等 

(3) 財政基盤の強化 

①会員増強活動 
②寄付の紹介 
③事業収入の確保 
④区・都・東社協からの助成援助 
⑤基金の運用 
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第 ４ 章 
 

 

 

重点的な取り組み 
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身近な地域で「ふれあい・支えあい・たすけあう」活動の仕組みをつく

り、区民が中心となって、地域の困りごとや心配ごとなどの解決に向けた

方法や活動を考えるとともに、『福祉』をキーワードとして地域のつながり

を取り戻します。 

 

下町の人情味あふれる地域性を持つ葛飾区でも、地域のつながりは徐々に

薄れつつあります。ゆたかな地域性を再び取り戻すために、住民同士の交流

を図ることで人のつながりを深めていく取り組みを促進します。また、地域

住民が専門機関や関係者・関係団体と連携しながら、自分たちにできる範囲

で地域課題を解決していけるように、見守り活動や支えあい活動などを通じ

て孤立防止や多様な活躍の機会を生み出す小地域福祉活動を推進していき

ます。 

活動の背景と方向 

 
 

活動の目的 

 
 

第３章で集約した３点のポイントも踏まえて、第４次計画のさまざまな取り

組みの中でも特に重要なものを今期の重点的な取り組みに定め、今後５年間

で取り組みを集中的に推進していきます。各取り組みの中でも特に重要な項

目について重点目標を掲げ、取り組みの評価を行う際の指標とします。 

第４次計画の重点的な取り組みについて 

重点１ 小地域福祉活動の推進 
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区民の取り組み 
関係者・関係機関の 

取り組み 
社協の取り組み 

地域の推進組織に参加

して、地域の困りごと

や心配ごとの解決に向

け活動しましょう。 

それぞれの活動分野に

応じて、区民の取り組

みを支援したり、協働

して活動しましょう。 

区民の活動にさまざま

な 支 援 を 行 う と と も

に、地域の多様な主体

と連携した取り組みの

促進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

実施体制の整備・活動支援 

・実施地区において活動の継続と充実を図ることができるように支援します。 

・職員による支援体制や支援方法の充実を図ります。 

活動を担う仲間づくり 

・地域の活動を通じて、仲間づくり（担い手の確保）を進めます。 

・地域の関係団体と連携・協力しながら、新たな協力者を増やしていきま

す。 

地域関係者のネットワークづくり 

・地域の福祉課題を受け止め、協議し、活動を創り出し展開することによ

り、課題の早期発見や予防につながるよう、ゆるやかなネットワークづ

くりを進めます。 

 
 

活動主体ごとの取り組み 

 

 

具体的な取り組み 
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区内で行われているボランティア・地域貢献活動を一層充実するために、

活動に関する情報提供やＰＲ、活動参加の促進、講座の開催等を通じて活

動者・活動団体を支援するとともに、地縁団体や関係者・関係団体等との

連携を推進することで、活動の活性化を図っていきます。 

 

葛飾区内では、さまざまなボランティア・地域貢献活動が行われています

が、住民の関心をより高め、多くの住民による積極的な活動への参加を促し、

福祉、まちづくり、環境、防災・防犯、社会教育・子ども健全育成、スポー

ツ・文化など多様な活動への理解を深めながら、ボランティア・地域貢献活

動を進めていくことが大切です。 

これらの活動を今後より良いものにしていくために、活動の裾野を広げ、

幅広い年代の参加を図るとともに、自治町会などの地縁団体や社会福祉施設

等の関係者・関係団体、一般の事業者との連携を図ることが必要です。さま

ざまな活動者・活動主体の連携・協力のもと、わがまち葛飾を実現するため

の活動を推進していきます。 

 

活動の背景と方向 

 

 

活動の目的 

 

 

重点２ ボランティア・地域貢献活動の推進 
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ボランティア・地域活動講座 
・ボランティア・地域貢献活動に参加したことがない人が、活動に興味や関心をも

つきっかけとなるような体験講座などを実施します。また、実際の活動に参加し
てみたいという人に対して、研修会や交流会、活動団体への理解を深めるための
講座も実施します。 

・ボランティアや福祉の枠にとらわれず、暮らしに役に立つ内容や地域のニー
ズに触れる体験などの講座を開催し、地域での活動参加につながるきっかけ
をつくります。  

相談・紹介・登録 
・「誰もが活動できるセンター」を目指し、活動に関する問い合わせや要望があ

った際には、現状では対応が難しい場合でも、丁寧に相談を受け止め、新た
な活動の開発やコーディネートを積極的に行っていきます。また、自主的に
活動している個人や団体などに対してセンターへの登録を促します。合わせ
て、ボランティアを求めるニーズ側からのアプローチだけではなく、活動を
したい人の希望や関心も重視し、マッチング・アウトリーチ・コーディネー
ト機能の充実を図ります。 

ＮＰＯ・地域貢献活動団体支援 
・団体の設立やＮＰＯ法人化に関する相談に対しては、メリットとデメリット

を説明したうえで、団体設立や法人化のバックアップを行います。法人化し
た団体については、専門職による相談や、補助金等各種事業の案内などで運
営を支援します。団体の育成支援では、団体同士が交流し情報交換すること
で、活動に対する客観的評価や課題解決、新たな取り組みのヒントを得る機
会となる情報交換会を開催します。 

災害ボランティアセンター機能の充実 
・災害時に役立つ基礎知識から、災害ボランティアの養成など幅広い内容の講

座を開催し、自らを守るための方法や被災地・被災者を支援する災害ボラン
ティアの重要性を伝え災害時に活躍できる人材の育成と災害ボランティア登
録促進を図ります。 

・災害ボランティア及びセンターの役割についての周知・啓発や災害ボランテ
ィア活動にかかる諸問題の検討、マニュアルの改訂や設置・運営訓練などを
行います。また、被災時の対応について区、社協、災害分野を専門とする NPO
法人や災害支援団体などを含めた広域的な連携を図ります。  

 

区民の取り組み 
関係者・関係機関の 

取り組み 
社協の取り組み 

ボランティア・地域貢献活

動 につ い て 理 解を 深 める

とともに、自らも活動に参

加するよう努めましょう。 

ボランティア・地域活動

団体との連携・協働を通

じて取り組みの充実を図

りましょう。 

ボランティア・地域貢献

活動センターの運営を

通じて、総合的な活動の

推進を図ります。 

活動主体ごとの取り組み 

 

 

具体的な取り組み 
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支援を必要としている人、支援を提供したい人のマッチングを通じて、

人と人との緩やかなつながりを構築し、支えあいの仕組みがうまく機能す

るように調整を図ります。区民へのＰＲや活動の担い手の発掘・育成を積

極的に推進することで、活動を希望する人に役割と出番を創出し、誰もが

支えあいやたすけあいの担い手となれる地域社会を築いていきます。 

高齢者や障がい者、子育て中の保護者などが地域で生活するためには、ち

ょっとした手助けが必要になることがあります。また、生きづらさや孤立に

苦しむ人たちも支援を必要としています。地域には、支援を必要としている

人とともに、機会があれば支援を提供したいと考えている人も数多くいま

す。支援を必要としている人が、支援を提供したい人の手助けをうまく受け

られるように、地域支えあい活動を一層充実させていくことが必要です。法

人の地域ネットワーク化や地域支えあい基金の活用などを通じて、地域で行

われているさまざまな支えあい活動を支援するとともに、気軽に立ち寄り話

ができる居場所づくりを通じて、地域の生活課題を住民間で共有して解決に

向かうような仕組みをつくります。 

活動の背景と方向 

 

 

活動の目的 

 

 

重点３ 地域支えあい活動の充実 
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区民の取り組み 
関係者・関係機関の 

取り組み 
社協の取り組み 

地域福祉の主役は地域

住民自身です。身近な

地域における生活課題

に気づき、関心を持ち

ながら、地域の支えあ

い活動に参加しましょ

う。 

それぞれの活動分野に

応じて、情報共有や、

支援する上での連携・

協力を図りましょう。

社会福祉法人は、公益

的な活動を通じて、場

所・人・専門性など保

有する社会資源を地域

に還元しましょう。 

協働支援やネットワー

クづくりなどを通じて、

支えあいの仕組みの構

築や運営を行うととも

に、関係者・関係団体や

区とも連携して、区民へ

のＰＲや多様な役割と

出番を提供します。 

 
 

 

 

法人の地域ネットワーク化事業 

・葛飾区社会福祉法人ネットワークでは、区内の社会福祉法人が、相互に

情報交換・情報共有しながら、地域の生活課題解決に向けた活動に取り

組んでいきます。 

・社会福祉法人が、これまで培ってきた特性や専門性をつなぎ合わせ、連

携・協働して地域公益活動の実施や情報発信等を進めていきます。 

居場所づくり事業 

・身近な地域で誰にとっても安心して過ごせる、また気軽に立ち寄ること

ができる「居場所」と「居場所での役割」を提供します。 

・地域住民相互の交流の促進を図ることによって、誰もがいきいきと暮ら

すことができる地域づくりを目指します。 

地域支えあい基金 

・葛飾区社会福祉協議会への寄付金を財源として、共に支えあいながら、

自分らしく活躍できる地域社会の実現に向けて基金を設置します。 

助け合い活動経費支援 

・葛飾区社会福祉協議会が実施する地域における助け合い活動により生じ

た経費の補てんを行い助け合い活動を支援します。 

 

活動主体ごとの取り組み 

 

 

具体的な取り組み 

 



48 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

判断能力が不十分な高齢者や障がい者の日常生活を支える訪問援助事業

を推進するとともに、成年後見制度をはじめとする権利擁護のための制度

や仕組の利用促進と適切な活用を図り、区民や専門職、関係機関及び区と

連携をしながら、誰もが住み慣れた地域で安心して自分らしい生活を送る

ことができるように支援していきます。 

日常生活を送る上で、商品を買う、サービスを利用する等、契約や判断を

伴う場面が多々あります。ここで「権利擁護支援」とは、認知症や精神的な

疾患などが原因で、そのような場面で判断が困難な場合に、本人にとってよ

り適切な決定ができるようにお手伝いするとともに不当な権利侵害から守

ることを言います。 

急速に進む高齢化、核家族化の中で、認知症高齢者の増加や障がい者の地

域生活移行などを背景として、そうした権利擁護支援を必要とする方々が増

加しています。 

成年後見センターは、判断能力が低下しても地域の中で安心して暮らし続

けられるように、ご自宅等を訪問して行う、見守りや福祉サービス利用の相

談・援助、日常的金銭管理サービス、大切な書類等の預かりサービス等を推

進していきます。 

また、認知症高齢者等を法的に守る成年後見制度の利用促進を図るため、

制度の周知普及や相談事業の充実、後見申立て手続きの支援等を推進するほ

か、関係機関との連携などにより権利擁護を必要とする方を早期に発見し、

その課題に応じた支援方針を検討した上で、成年後見制度などの適切な権利

擁護の仕組へとつなげていきます。 

活動の背景と方向 

 

 

活動の目的 

 

 

重点４ 権利擁護支援の推進 
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区民の取り組み  
関係者・関係機関の 

取り組み  
社協の取り組み  

身近な地域で支援が必

要な人の発見や見守り

に努め、必要に応じて

成年後見センターや区

の関係機関につなげま

しょう。 

それぞれの専門性を活

かしながら支援を行う

とともに、支援が必要

な人を多角的に支える

ネットワークを構築し

ていきましょう。 

成年後見制度やその他

権利擁護支援事業の周

知や利用促進を図り、

関係機関などと協力を

しながら、権利擁護を

推進していきます。 

 

 

 

 

一人ひとりの課題に向き合った解決のための取り組み 

・権利擁護支援が必要な個々の状況は複雑・多様化していることから、専門

職からなる検討支援会議等を活用し、一人ひとりに応じた課題の整理や支

援方針の検討、後見人候補者の受任調整等を行い、解決に導きます。 

地域連携の核としてのネットワークの構築 

・成年後見制度に係る中核機関として、成年後見に関わる専門職団体や関係

機関等による協議会を運営し、連携の強化や協力体制づくりを行います。 

安心して自立した地域生活を続けるための支援 

・ひとり暮らしの高齢者等の生活を支える訪問援助事業は、適宜モニタリン

グを実施し、援助内容の適正化を図ることで、利用者本位のサービスの提

供に努めます。 

身上保護を重視した法人後見の受任 

・組織対応力やネットワークが活かされる事例など、検討支援会議で社協に

よる後見が妥当とされたケースを中心に法人後見を受任し、ご本人の意思

と尊厳に配慮した支援を行っていきます。 

区民との協働によるきめ細やかなサービスの提供 

・身近な支援者である生活支援員の確保や市民後見人の育成を引き続き行

い、同じ地域に暮らす区民との協働により、本人に寄り添うきめ細かな支

援に努めます。 
 

活動主体ごとの取り組み 

 

 

具体的な取り組み 
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第 ５ 章 
 

 

 

取 り 組 み の 展 開 
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基本方針１ 地域でつながり、支えあうしくみを 

つくります【住民主体の取り組み】 

 

 

住み慣れたまちで元気に活き活きと暮らす、そのためには住民が抱える

さまざまな生活課題を、住民自らが担い手となり、参加と協力を通じて解

決していくことが重要です。そのための方策として、地域のつながりを醸

成し、それを基盤として小地域福祉活動やボランティア活動など、地域住

民が主体となって行う取り組みを推進するとともに、福祉教育、地域団体・

福祉団体への支援などを実施し、地域のさまざまな課題を発見・解決して

いきます。これらの取り組みをさらに推進するために、地域の生活支援や

ネットワークづくりを担うコミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）の

配置について検討します。 

 

 

（１）小地域福祉活動の推進 

①実施体制の整備・活動支援 重点事業 

・地域が抱える生活課題を発見・共有しながら、地域の実情に応じた住民主

体の活動（小地域福祉活動）を展開することにより、住民が抱える困りご

と、心配ごとなどの改善や解決を目指していきます。 

・各地区で展開されている活動の継続と充実を目指し、職員による支援体制

や支援方法の充実を図ります。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・各地区の取り組みが継続、また充実し、地域における

福祉課題のさらなる改善・解決が図れます。 

・地域のさまざまな住民が活動に参加することで、新し

い取り組みが生まれます。 

 

 

 

活動の背景と方向 
 

 

重点１ 
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②活動を担う仲間づくり 重点事業 

・地域での実践活動を通じて、担い手の確保に努めます。一定の取り組みに

協力・活動する人たちの中から、意欲や資質のある人を見つけ出し活動に

つなげていきます。 

・地域の福祉団体やボランティア、社会福祉法人、企業、ＮＰＯ等と連携・

協力しながら、お互いに支えあえる関係づくりを目指します。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・地域の生活課題解決のため、調整力のある担い手が増

え、活動の継続・充実が図られるとともに、支援を求

める声が出やすい地域になっています。 

 

③地域関係者のネットワークづくり 重点事業 

・地域の実情に応じて、福祉関係者や行政、ボランティア、ＮＰＯ等が気軽

に参加・協働できる仕組みづくりを進めます。 

・近隣のちょっとした変化に気づき、課題として共有し解決を図ったり、専

門職や行政に連絡し公的な福祉サービスにつなげたりできるよう、地域に

おける支え合いの担い手である様々な関係者とゆるやかなネットワークづ

くりを進めます。 

・地域の課題を自ら発見、解決できる地域づくりを進めるため、コミュニテ

ィソーシャルワーカー（ＣＳＷ）の配置を検討します。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・誰もが参加できる出会い・集いの場として、情報提供

や意見交換する中で、支えあい、つながりあうことが

できるネットワークを作ります（２地区）。 

 



54 

（２）ボランティア・地域貢献活動の推進 

①ボランティアまつり 

・ボランティア活動について、広く区民の方々に理解してもらい、参加して

もらうため、また、日ごろからボランティア活動に取り組んでいる方々の

発表や交流の場としてボランティアまつりを開催します。 

・社協だよりやホームページ、ＳＮＳのほか、近隣の町会へ周知協力を依頼

するなど、積極的にＰＲを行い、多くの区民の方々にボランティア活動に

親しんでもらうため、ボランティアまつりを情報発信の場として活用しま

す。また、来場者の関心・理解を高めてもらうよう、各団体の日ごろの活

動の紹介により、「体験・ＰＲ」の充実を図っていきます。 

・感染症のパンデミック下においても、Ｗｅｂの活用などにより、何らかの

形で情報発信ができるよう、状況に応じた開催方法を工夫します。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 ・来場者数：６,０００人 

 

②ボランティア・地域活動講座 重点事業 

・ボランティア活動への理解ときっかけづくりを目的とした講座をはじめ、

具体的なボランティア活動を学び、体験する講座などを実施します。また、

ボランティアグループやＮＰＯ法人などと連携し、受講後に実際の活動に

つながるよう、情報提供や活動の受け皿を提供するなど支援を行います。 

・ボランティアや福祉の枠にとらわれず、暮らしに役立つ内容や、まち歩き

などで地域のニーズに触れ体験などの講座を開催し、受講者の興味・関心

事をきっかけに地域での活動参加へつなげていきます。 

・感染症のパンデミック下においても、Ｗｅｂの活用などにより、何らかの

形で講座（講演）ができるよう、状況に応じた開催方法を工夫します。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 ・修了生の活動支援：７０人 

（地域活動につながった人数） 

 

 

重点２ 
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③専門ボランティア養成講座 

・環境、音訳、点訳、傾聴、食事サービスなど、専門的な知識や技術を必要

とするボランティア活動に関する講座を開催します。 

・実際の活動を体験するなど、より実践的な内容の講座を実施するとともに

ボランティアグループやＮＰＯ法人などと連携し、１人でも多くの方を活

動につなげていきます。 

・講座では、ボランティア活動の大切さを学ぶとともに、専門分野のボラン

ティア活動に対する理解を深めながら、知識と技術を身につけ、それぞれ

の分野で活躍できる人材を養成していきます。 
 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・修了生の活動支援：１００人 

（実践活動につながった人数） 

 

④相談・紹介・登録 重点事業 

・ボランティア活動希望者や受入れ希望者のニーズを適切に把握し、確実で

効果的なコーディネートとタイムリーな情報提供を行っていきます。 

・施設や地域で活動している団体から寄せられるボランティア情報などの収

集に全力で取り組み、どの相談者に対しても的確な情報を提供できるよう、

ていねいで確実なマッチングを行っていきます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・ボランティア登録者数：２,５００人（令和２年度実

績２,０５６人） 

・コーディネート件数：１５０件 

 

⑤ボランティアグループ支援 

・登録ボランティアグループに対し、活動の育成・充実・発展を図るため、

活動運営に関する各種支援情報を提供します。 

・助成金制度については、引き続きメールマガジンやＳＮＳを活用し周知に

努めます。 
 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 ・利用団体数：１６団体（令和２年度実績７団体） 
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⑥情報収集・発信のしくみの充実 

・ボランティアセンターのホームページや、かつしかゴト。（ボランティアセ

ンターだより）などを活用して、ボランティア・地域貢献活動に関する情

報発信を充実させます。団体の活動報告や紹介を記事に反映させるなど、

内容の充実を図ります。 

・施設へのニーズ調査などで常に情報の収集に努め、区民からの相談に確実

に対応していきます。そのためには、情報発信の中心となるホームページ

や広報紙の改良に取り組み、「簡単、わかりやすい、さがしやすい」を目指

した広報媒体を作成します。 

・幅広い年齢層へのボランティア活動の理解・啓発につながるＰＲ・情報提

供については、引き続きＳＮＳを活用し充実に努めます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・災害時にも活用できるホームページを開設できていま

す。 

・ＳＮＳを活用した「ボランティアセンター周知度アン

ケート」を実施できています。 

 

⑦ＮＰＯ・地域貢献活動団体支援 重点事業 

・区内で活動するＮＰＯ法人や地域貢献活動団体、これから活動を始めたい

と考えている区民などを対象に、相談事業や普及啓発事業、団体の育成・

支援を行います。 

・職員による窓口での一般相談の他、地域に出向いての出張相談、税理士や

社労士などの専門職による専門相談も行います。 

 

・ＮＰＯ法人や地域貢献活動団体を対象とした各種助成金等の情報発信に努

めます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・交流会や講座を通して、ＮＰＯ法人が地域、行政、企

業などと連携ができています。 

・オンラインやハイブリット方式による相談も積極的に

行っています。 
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⑧災害ボランティアセンター機能の充実 重点事業 

・災害ボランティア登録者に対し講座や研修を提供し、平時より災害ボラン

ティアとしてのスキルアップができる体制をつくります。 災害時には、ボ

ランティアセンターと登録者が連絡をとりながら、登録者の事情にあわせ

てボランティア活動を行います。 

・地域の防災訓練での登録の呼びかけや、学校での災害ボランティア講座な

どを通して、災害ボランティア活動に対する普及・啓発に努め、幅広い年

代層に災害について理解してもらえるような講座を、企画・実施していき

ます。 

・ 災害ボランティアに関するパネルやチラシなどを活用し、あらゆる機会を

活用してＰＲに努めます。また、災害時に災害ボランティアセンターが有

効に機能するよう、現状に即したマニュアルの改訂や災害ボランティアセ

ンターの設置・運営訓練などを行います。 

・職員のレベルアップを図るため、研修や訓練などを実施するとともに、実

際に被災地から応援職員派遣要請があった場合は、可能な限り対応します。 

・災害に関する情報発信の仕組みを作り、定期的な情報提供により、災害ボ

ランティア活動をしっかりと支援していきます。 

・災害時に役に立つ基礎知識から、災害ボランティアセンター運営スタッフ

の養成まで、幅広く災害ボランティアに関する講座を開催します。 

・被災時の情報の混乱を避け、活動を円滑にするため、区、ボランティア団

体、ＮＰＯ、近隣区のボランティアセンターや関係機関などと連携して、

災害ボランティア連絡会議を開催します。また、災害支援団体などとの被

災時の役割の把握と確認を行うなど、連携ネットワークの整備に努めます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・登録災害ボランティア：３００人（令和２年度実績２

１９人） 

・定期的な情報交換や交流会の開催により、行政とＮＰ

Ｏ・ボランティア団体と社協のネットワークができて

います。 

・災害時に多様な被災者支援ができるように、平時から

各種団体との連携を強化されています。 
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（３）福祉教育の充実 

①ボランティアスクール 

・ボランティア活動に関心・興味のある中・高生を対象に、基礎学習や体験

学習などを実施し、福祉やボランティア活動への認識を深めてもらうとと

もに、将来の活動者としての人材育成を図ります。 

・受講生に具体的な活躍の機会を紹介できるよう、情報収集に努めます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・延べ参加者数：４００人 

（５年間の延べ参加者数３３８人） 

 

②福祉・ボランティア出前講座 

・福祉やボランティア活動への理解を深めるため、学校や地域に福祉関係者

やボランティアを講師として派遣し、講座を開催します。 また、幅広い内

容の講座を提供するため、出前講座講師を養成するとともに、ＮＰＯ法人

やボランティアグループなどにも講師の派遣を依頼します。 

・「車いす体験学習」「手話体験学習」「アイマスク・ガイドヘルプ体験学習」

など体験活動を通して、福祉やボランティア活動に対する認識を深めなが

ら、ボランティア活動参加へのきっかけをつくります。児童・生徒や地域

の方々にとって魅力ある内容の講座を開催できるよう、メニューの拡大に

取り組んでいきます。 

・ホームページやかつしかゴト。（ボランティアセンターだより）などを活用

して、福祉教育の周知と効果を伝えるとともに、講師のスキルアップや、

積極的に講座メニューを提案するなどのアプローチを展開し、開講数や実

施校・団体の拡大を図っていきます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・実施校数：１６５校（５年間の実施校数１６２校） 

・実施団体数：１５団体（  〃 団体数１２団体） 

・新規登録講師数：２０人（ 〃 新規登録者１４人） 
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③福祉教育推進協力校支援 

・福祉教育に積極的に取り組んでいる学校を「協力校」に指定し、活動費の

一部を補助するとともに、情報交換会の開催やパネル展の実施などにより、

事業ＰＲの強化を図ります。 

・学校が必要とするボランティアや福祉に関する情報提供の充実に努めます。

また、福祉教育推進の取り組みを通じて、各学校との連携を進めます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 ・協力校数：区内学校の４０％ 

 

④福祉教育研修会 

・福祉教育やボランティア学習を指導する立場の教員に対して、知識や資質

の向上を図るための研修会を開催し、様々な知識やノウハウ、情報を伝え

ていきます。 

・学校に対する案内やＰＲを工夫し、好事例を紹介するとともに、福祉教育

の必要性、重要性を伝えていきます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・オンラインやハイブリット型研修を取り入れ、区内学

校の５０％から研修会への参加があります。 

 

⑤手話講習会 

・区民に広く手話を学んでもらうことにより、聴覚障がい者などへの理解を

深めるとともに、手話通訳者になるきっかけづくりを行います。 

・受講生が手話技能を確実に習得し、手話通訳者になるためのステップとな

るよう、講習会の仕組みを検討し、講習内容の充実を図ります。 

・手話通訳者にはならない受講生（修了者）向けに関係団体と連携するなど

して、手話を活用できる場づくりの検討を行います。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・各コース修了率８０％ 

・統一試験合格者：２５人（５年間の合格者数２２人） 
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（４）地域団体・福祉団体等の支援  

①地区高齢者支援活動助成金 

・高齢者福祉の増進を図るため、各地区で行われる敬老行事や高齢者の福祉

向上につながる活動を対象に助成を行います。 

・高齢者支援活動への取り組みを支援し、各地域の高齢者支援に結びつくよ

う、様々な活動内容を紹介したり、小地域福祉活動との連携について検討

を行います。 

・各地域の様々な活動内容を紹介し高齢者支援活動への取り組みをサポート

します。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・全ての地区で地域の特色を活かした敬老行事や福祉活

動が行われています。 

 

②地域福祉活動助成 

・赤い羽根共同募金の配分金や社協会費を原資として、区内で地域福祉活動

を行う施設や団体に助成しています。近年、助成の原資となる募金の分配

金や社協会費が漸減傾向にあることから、引き続き、安定的に助成できる

よう、助成金の原資の拡充に努めます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・公正・公平・効果的な事業助成を行うため配分推薦委

員会を開催し、適正な助成が行われています。 

・助成を受けた団体等に対しては、共同募金配分を受け

ていることの周知を徹底し、募金の使途について理解

が深まるよう努めます。 
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③高齢者食事サービス活動支援 

・高齢者を対象とする食事サービスを行うボランティア団体等を支援し、ひ

とりぐらし高齢者の安否確認や孤独感の解消を図るとともに、住民同士の

ふれあいの場を提供します。 

・実施団体の体制強化を図るため、専門ボランティア講座の実施や関係者と

の連携・協働等により、人材の発掘・育成に努めます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・活動団体に対し適正な助成・効果的な支援を行うこと

で、声かけ・見守り活動の充実が図られています。 

 

④フードバンク事業 

・区リサイクル清掃課と連携して食品ロス削減を図るとともに､食の支援の一

助としてリサイクル清掃課に寄付された食品を、区内で子ども食堂などの

福祉活動を展開しているＮＰＯ法人・地域貢献活動団体や施設へ提供する

フードバンク事業を実施します。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・子ども関係の支援団体のほか、高齢者や外国人などを

支援している団体にも提供を行っています。 
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基本方針２ 住民同士のたすけあいの輪を広げます 

【住民と社協が協力する取り組み】 

 

 

葛飾区にはさまざまな住民が暮らしており、多様性を尊重しながら共生

できる地域を築いていくことが必要です。性別や年齢、国籍、障がいの有

無等に関わらず、住民の持つ活動力を効果的に発揮してもらうためには、

住民自身の活動を支援するとともに、住民と社協が緊密に連携・協働しな

がら、地域のつながりの再構築を図ることが重要です。地域支えあい活動

を推進し、広く住民の理解と参加を得ながら、住民参加型福祉サービスや

募金活動など、住民と社協が協力した取り組みを推進します。 

 

（１）地域支えあい活動の充実 

①法人の地域ネットワーク化事業 重点事業 

・区内に事業所のある社会福祉法人が、地域の福祉ニーズに対応した「地域

における公益的な取り組み」の実施により地域社会へ貢献できるよう支援

します。 

・法人同士の連携・協働による地域生活課題の解決を目的に設立した葛飾区

社会福祉法人ネットワークの活動を支援し、地域共生社会の実現に積極的

に貢献していきます。 

・社会福祉法人が社会福祉充実計画において地域公益事業を実施する場合の

意見徴取の場である「地域協議会」を運営します。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・法人と地域住民との連携による多様な取り組みが、地

域生活課題の解決につながり、誰もが安心して暮らせ

る地域づくりが行われています。 

 

 

 

 

活動の背景と方向 
 

 

重点３ 
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②居場所づくり事業 重点事業 

・子どもから高齢者まで、誰もが住み慣れた地域の中で、健康でいきいきと

した暮らしができるように、自由に集まり、交流することができる「居場

所」を運営します。 

・運営には、地域住民や地域の団体、社会福祉法人、ボランティア、ＮＰＯ

等様々な方に協力いただきながら、人とつながり楽しめる、また、「やりが

い」や「満足感」が生まれる場所を目指していきます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・外出の機会を増やしたり孤独感の解消を図るだけでは

なく、参加者が抱える課題やニーズを早期に発見し、

関係機関と連携して解決につなげられる体制づくり

が行われています。 

 

③地域支えあい基金 重点事業 

・葛飾区社会福祉協議会への寄付金を財源として、共に支えあいながら、自

分らしく活躍できる地域社会の実現に向けて基金を設置します。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 ・効果的な基金の活用が行われています。 

 

④助け合い活動経費支援 重点事業 

・葛飾区社会福祉協議会が実施する地域における助け合い活動により生じた

経費の補てんを行い助け合い活動を支援します。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 ・助け合い活動が活発化されています。 
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（２）住民参加型サービスの推進 

①しあわせサービス 

・日常生活で支援が必要な高齢者、障がい者、ひとり親家庭、妊産婦の方な

どに協力会員を派遣し、家事援助などを行います。 

・多様化、複雑化する地域住民のニーズに対し、関係機関との連携を進め、 

断らない支援を目指します。 

・社協だよりやホームページの活用だけでなく、ＳＮＳによる積極的な情報

発信、社協の他事業との横断的なＰＲ促進により、引き続き協力会員の確

保に努めます。 

・緊急、短時間での利用希望に対応するため、簡易サービスの検討を進めます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・協力会員：１８０人（令和２年度実績：１４８人） 

・協力会員の活動率６０％（令和２年度実績：４４％） 

 

②ファミリー・サポート・センター 

・仕事と育児の両立及び子育て家庭の育児を支援するため、仕事の都合や急

な用事などで一時的に育児に困ったときに、サポート会員が子どもの預か

りや送迎などの育児援助を行い、子育ての負担軽減を図ります。 

・サポート会員の増に向け、社協だよりやホームページの活用だけでなく、

ＳＮＳによる積極的な情報発信、社協の他事業との横断的なＰＲ促進、関

係機関を活用したＰＲなどサポート会員の確保に努めていきます。 

・サポート会員にとって、参加しやすい研修会を検討していきます。 

・利用料金や登録方法など、制度の見直しに向け、区と協議・検討を行います。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・サポート会員：２５０人（令和２年度実績：１９７人） 

・サポート会員数の地域格差解消を図っています。 
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③生活支援ボランティア 

・高齢者や障がい者などを対象に、草取り、窓ふき、電球の交換、家具の移

動など、日常生活でのちょっとした困りごとを解決するため、地域のボラ

ンティアを派遣します。 

・支援を必要とする方が地域で安心して暮らし続けることができるよう、ボ

ランティアの確保に努め、迅速かつ的確なサービス提供を行い、多様化す

るニーズに応えていきます。 

・将来的には、地域の困りごとを地域で解決する仕組みの一役を担うことが

できるように検討を進めます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・ボランティア登録者数：７０人 

（令和２年度実績４９人） 
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（３）募金活動の推進 

①歳末たすけあい・地域福祉活動募金 

・共同募金運動の一環として、自治町会連合会、民生委員児童委員協議会な

ど関係団体の協力を得て、「歳末たすけあい・地域福祉活動募金」を実施し

ます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・募金の趣旨、目的、使途などについて、一層の事業Ｐ

Ｒを行い、漸減傾向にある募金額の維持・増額を目指

しています。 

 

②赤い羽根共同募金 

・共同募金会葛飾地区協力会の事務局として、自治町会連合会、民生委員児童

委員協議会など関係団体の協力を得て、「赤い羽根共同募金運動」を実施し

ます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・募金の趣旨、目的、使途などについて、一層の事業Ｐ

Ｒを行い、漸減傾向にある募金額の維持・増額を目指

しています。 
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地域の居場所とは？ 

①地域の居場所とは、さまざまな人が気軽に立ち寄り、交流したり活動を

行ったりする地域の中の拠点のことです。お年寄りのための高齢者サロ

ンや、子どもと保護者のための子育てサロン、認知症の方とその家族の

ための認知症カフェなどさまざまな種類がありますが、年齢や属性に関

わらず、誰でも立ち寄ることができる居場所もあります。 

②お茶などを飲みながら気軽に話ができる交流の場が基本ですが、悩みご

とや困りごとの相談をしたり、さまざまな地域活動の拠点、活動者同士

の交流・協働の場となるなど、そのあり方は多様です。 

③葛飾社協では、令和３年１１月に東金町地区に区が保有する施設を利用

した新たな居場所を設置する予定です。 

④当面（５年程度）、社協が実施主体となったモデル事業として、さまざま

な活動を展開する中で、活動に要する経費や運営方法、成果（見えづらい

ニーズに対しての有効性）などを検証していきます。 

⑤そして、このモデル事業で得たノウハウを活かし、居場所の必要性や有効

性、課題などの周知をはじめ、場所や経費など運営に関するアドバイス、

活動団体の紹介など、区内各地で住民が主体となって展開する居場所づく

りの取り組みを支援していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

ココララムム  
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基本方針３ 一人ひとりが自分らしく安心して 

暮らせるまちをつくります 

 【社協が関係機関と協働して安心を届ける取り組み】 

 

 

全ての住民が地域で自分らしく安心して暮らす、そのためには住民一人

ひとりの状況や必要に応じ、適切な福祉サービスが提供される環境を整備

していくことが不可欠となります。社協が関係機関と緊密につながり、協

働して多様な生活課題を受け止め、あんしん生活サービスや貸付、権利擁

護支援、健康づくり・生きがいづくりなどの取り組みを推進します。 

 

 

（１）あんしん生活サービスの充実 

①ハンディキャブ運行 

・高齢者や障がいのある方が、安心して外出し社会参加できるよう、運転ボ

ランティアの協力のもと、車いすのまま乗車できるリフト付きワゴン車（ふ

れあい号）を運行します。 

・当面は現状のサービスを継続して提供しつつ、利用者の要望により的確に

応えられるよう、運転ボランティアの確保とスキルアップを図ります。 

・将来的にはＵＤ（ユニバーサルデザイン）タクシーの普及等を考慮しなが

ら、事業の方向性を検討します。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・運転ボランティア登録者数：１５人 

（令和２年度実績１１人） 

 

 

 

 

 

活動の背景と方向 
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②手話通訳者派遣 

・聴覚障がい者及び音声言語機能障がい者の自立と社会参加の促進を図るた

め、手話通訳者を派遣します。 

・手話通訳者を増やすため、手話通訳者全国統一試験合格に向けた講座内容

の充実を図ります。 

・新任通訳者のスキルアップを目的とした研修は、現場研修や体験を取り入

れるなど、内容の充実を図ります。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・登録手話通訳者：６０人（令和２年度実績：４６人） 

・新人通訳のレベルアップが進んでいます。 

 

③ひとりぐらし高齢者毎日訪問事業 

・65 歳以上の在宅のひとりぐらし高齢者に対し、あいさつなど一声かけなが

ら乳酸菌飲料を毎日（祝祭日を除く月～金）配達することにより、安否の

確認と孤独感の解消を図ります。 

・関係機関や同様のサービスとの連携を密にし、利用者の確実な安否確認に

つなげます。 

・親族や近隣住民との関係の希薄化、介護サービスの利用などの状況を踏ま

え、利用要件など制度の見直しを行います。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・利用者数：１,５００人 

（令和２年度実績：１,３７０人） 

・地域サロン活動と連携し、新たなつながりが作られて

います。 
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④ひとり親家庭等ホームヘルパー派遣事業 

・ひとり親家庭等で日常生活において家事または育児などに支障が生じている

場合に、一定期間ホームヘルパーを派遣することにより、ひとり親家庭等の

自立を支援します。 

・利用者が抱える事情に対し柔軟に対応できるよう、利用条件、支援内容な

どの見直しを行います。 

・障がいのある児童がいる世帯の利用申込が多くあるため、区の子ども総合

センターや関係機関との連携を密にして事業を進めます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・利用登録世帯：２０世帯（令和２年実績：９世帯） 

・サービス提供事業所：１０ヵ所 

（令和２年度実績：５ヵ所） 
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（２）生活福祉資金の貸付等 

①生活福祉資金貸付 

・低所得者、高齢者、障がい者、離職者世帯に対し、資金の貸付を行うこと

により、世帯の自立や生活の安定を図ります。 

・東京都社会福祉協議会と連携しコロナ特例貸付（総合支援資金）の適正な

債権管理に努めます。 

・借受世帯を担当している民生委員と連携し、滞納世帯の状況把握と救済制

度の活用に努めます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・迅速かつ適正な貸付と相談支援により、支援が必要な

世帯の生活の安定と経済的自立につながっています。 

 

②小口生活資金貸付 

・病気、災害などにより一時的に生活資金を必要とする世帯に対し、資金の

貸付を行うことにより、世帯の自立や生活の安定を図ります。 

・貸付実績を踏まえながら事業の縮小、廃止を検討します。 

・償還困難等の滞納債権の整理を進めます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・迅速かつ適正な貸付と相談支援により、支援が必要な

世帯の生活の安定と経済的自立につながっています。 
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（３）権利擁護支援の推進 

①相談事業 重点事業 

・相談事業は、権利擁護支援の第一歩です。日常生活を送る上での不安に関

する相談や成年後見制度の利用に関する質問等に職員が随時応じて、必要

な場合は権利擁護の仕組や関係機関につなげます。また、弁護士・司法書

士の専門職が個別相談に応じる専門相談の稼働率の向上に努め、福祉サー

ビスに関する権利侵害や財産保全、遺言・相続に対する不安など幅広い内

容について、適切な支援を行っていきます。 

 

②成年後見制度利用支援事業 重点事業 

・成年後見制度への理解を深めていただくため、制度に関するパンフレット

の作成や配布、広報紙等を活用した情報提供、講演会の開催など幅広く周

知・普及活動を行い、成年後見制度の利用促進を図っていきます。 

・円滑に制度の利用が進むよう、成年後見に関わる専門職団体や関係機関等

による協議会を運営し、連携の強化や協力体制づくりを行っていきます。

さらに専門職による検討支援会議の開催により、支援方針や後見申立ての

必要性の判断、後見開始後の支援の在り方等についての多角的な検討を行

うとともに、適切な後見受任者の調整等にも活用していきます。 

・親族後見人等に対しての後見業務における相談に応じるとともに、家庭裁

判所への定期報告書類の作成支援や研修会など行うことで、親族後見人の

知識と技量の向上に努めるなど親族後見人の支援の充実を図っていきま

す。 

・後見活動には、被後見人本人に寄り添い同じ地域に暮らす生活者の視点も

重要であり、また後見の担い手を増やすために、身近な地域の支援者であ

る市民後見人の育成を引き続き行い、養成講座修了者の活用を進め、後見

需要に対応をしていきます。 

・検討支援会議において社協による受任が妥当とされたケースを中心に、法

人後見の受任増を図っていきます。 

・成年後見制度の利用にあたり、低所得等により成年後見申立経費や後見等

報酬の負担が困難な方に対し助成を行っていくことで、制度の更なる利用

促進を図っていきます。 

 

重点４ 
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③訪問援助事業 重点事業 

・本事業は、成年後見制度の利用までには至らないが、ひとり暮らしで判断

能力の低下等により福祉サービスの利用手続きや日常的な金銭管理に不安

のある方を支える有効な事業であることから、高齢者総合相談センターや

保健・福祉サービス提供者等の事業者との情報交換や連携の強化に努める

ことにより、支援が必要な方を早期に発見し、潜在需要の発掘に努め、利

用者の拡大を図っていきます。また、利用料の支払いが困難な低所得者に

対し利用料の助成を行うことについても検討をします。なお、ご利用者の

状況に応じて、成年後見制度に適切につなげていきます。 

 

④人生のエンディングの準備支援事業 重点事業 

・区民が住みなれた地域でより充実した終末期を過ごしてもらえるように、

興味や関心のある様々なテーマでの講演会等を実施していきます。また、

今後さらに増加が見込まれる身寄りのない高齢者の方々などの葬儀や家財

整理などの不安に応えるため、弁護士による終活相談を引き続き実施し、

その稼働率の向上にも努めていきます。 

・ オリジナルのエンディングノートの配布や活用方法の周知・説明を行いま

す。また、ノートの中身についても精査をし、改訂を行うなど、内容の充

実を図っていきます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・相談事業については、誰でも気軽にご利用できるよう

に適切な周知がされ、利用率が向上しています。 

・市民後見人候補者が新たに１０人以上養成され、後見

支援員や市民後見人として積極的に活用されていま

す。 

・検討支援会議が毎月開催され、生活に困難を抱える

方々が適切な支援の仕組みへとつながっています。 

・訪問援助事業については、より多くの方が自立した地

域生活を続けられるように支援が広がっています。 
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（４）健康づくり・生きがいづくり 

①ワークスかつしか（シニア就業支援事業） 

・おおむね 55 歳以上で、健康で働く意欲のある人を対象に、身近な地域での

就業相談、情報提供等を行うことにより、体力・能力・意欲に応じた多様

な働き方や社会参加を支援するとともに、不況時に備え、安定的な就業支

援態勢を築きます。 

・65 歳までの雇用の定着や元気な高齢者の増加を反映して、65 歳以上の就労

希望者が増加傾向にあることから、そこに見合った求人の確保に努め、就

職者数の増を目指します。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・就職者数（令和２年度実績１０９人）の２割増（１３

０人）。 

 

②高齢者作品展（かつしか大人のアートフェア） 

・健康でいきいきとした人生を過ごしてもらうため、高齢者（60 歳以上）が

長年の経験や技術、趣味などを活かして制作した絵画、書、手工芸品など

の作品を展示する高齢者作品展を開催します。 

・多くの人に出品、来場してもらうよう体験講座の開催や表彰制度の導入等

開催方法の工夫と充実に努めながら、創作意欲の向上や相互交流を図って

いきます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・出品者数：１８０人（令和２年度実績：１３９人） 

・開催方法の工夫と充実を図ることによって、出品者が

増え相互交流もさらに深まっています。 
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③介護支援サポーター 

・65 歳以上の高齢者などが、区内の介護保険施設などでサポーター活動を行

うことにより、自身の介護予防や生きがい活動につなげる事業を実施しま

す。活動時間は「ポイント」として評価し、評価ポイントを換金して希望

者に交付します。 

・サポーター本人にとってメリットのある事業であることを前面に押し出す

など周知に努め、新規登録者を確保します。 

・サポーターが身近な地域で活動できるよう、受け入れ施設の開拓に努めま

す。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・サポーター数：８２０人（令和２年度実績：６３０人） 

・登録施設数：１２５ヵ所（令和２年度実績：９４ヵ所） 

・事業が広く認知されサポーターや施設の登録数が増え

ることにより、より一層、サポーターの生きがいと社

会参加の創出につながっています。 
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基本方針４ 「わがまち葛飾」を実現するための組織を 

つくります 

  【社協の組織運営に関する取り組み】 

 

 

地域福祉を推進するためのネットワークが一層重要になっていく中で、

社協には活動主体相互のつながりを強化し、ネットワークの中核的役割を

果たすことが期待されています。社協運営や情報発信・広報活動の強化、

財政基盤の強化、葛飾区との連携など、社協が地域福祉を推進する組織と

しての運営体制をより強固にしていくための取り組みを推進します。 

 

（１）社協運営の充実 

①事業評価制度による事務事業の見直し 

・社協を取り巻く環境の変化に的確に対応するため、事業の評価・分析の必

要がある事業については、事務事業評価を実施し、見直しを行います。 

 

②事務局執行体制の構築 

・地域福祉活動計画の各種活動の進捗を管理し、各種活動が有機的機能する

よう事業の進捗に合わせ執行体制の強化に努めます。 

・通常業務が困難となるような大規模地震および、風水害などが発生した際

に、重要な業務や福祉サービスが中断しないために、引き続き事業継続計

画（ＢＣＰ）の改定の検討を重ねていきます。 

 

③活動計画推進体制の整備 

・ＰＤＣＡサイクル（４ページ掲載）による進捗管理を行うため、事務事業

評価を活用しつつ、必要な推進体制の整備・展開を進めます。 

 

 

 

活動の背景と方向 
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（２）情報発信・広報活動の強化 

①社協だよりの発行 

・地域福祉に対する区民の理解と協力を得るため、社協だよりの全戸配布は、

隔月年６回発行を継続します。また、掲載記事についても、社協理解を広

げていくため工夫を続けていきます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・社協事業や福祉情報について、広く区民に周知されて

います。 

 

②社協のガイドブック・ＰＲの発行 

・地域福祉に対する理解と協力を得るため、「社協のガイドブック」などを作

成し、場面に応じて、区民に配布します。それにより、社会福祉協議会の

活動・事業などの周知と宣伝をしていきます。 

・会員の継続につながるよう、会費の使いみちなどがわかりやすく、会員と

しての貢献を実感できるような会員向けの「ちらし」などを各年度で発行

します。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・社協事業や福祉情報について、広く区民に周知されて

います。 

 

 

 

・東立石さくらまつり 

・東京拘置所矯正展 

・葛飾区産業フェア 

・ボランティアまつり 

・かつしかふれあいＲＵＮフェスタ 

・小地域福祉活動や各事業のイベントや催しなど 

 

 

・各地区福祉協力委員会 ・各種施設団体などの役員会・催しなど 

 

 

地域イベントなどへの参加によるＰＲ 

 

協力団体・関係団体などへ会員に向けたＰＲ 
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③ウェブメディア、ＳＮＳの活用 

・社協の活動や事業の紹介、啓発活動については、社協公式ホームページに

掲載し、迅速な広報・広聴活動に努めます。 

・また、拡散効果や利用者とのつながりがもてるＴｗｉｔｔｅｒ、ＬＩＮＥ

などのＳＮＳも積極的に活用します。 

・講座の受講や各種事業の申請などについて、ホームページやＱＲコードか

らの申請を拡大し、利用者の利便性の向上を図ります。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 

・社協事業や福祉情報について、常に最新の情報が取得

できるとともに、パソコンやスマートフォンで簡単に

申請や申込みができるようにします。 

 

④評議員会の審議事項の情報提供等 

・地域に開かれた組織として、運営の透明性と中立性、公正さの確保を図る

ため、評議員会の傍聴やホームページ上で審議事項の情報提供を行い、さ

らなる情報公開を進め、区民の社協への理解と関心を高める取り組みを行

います。 
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（３）財政基盤の強化 

①会員増強活動 

・会員の高齢化や地域コミュニティの希薄化などを背景に、会員の減少が続い

ています。そのため、引き続き 19 地区の福祉協力委員会と連携した会員増

強活動に取り組むほか、役員や事務局による取り組みも強化していきます。 

・現会員の継続依頼とともに、若年層への働きかけを工夫し、若年層の会員

の増加に努めます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・会員数（令和２年度実績８,１７５人）の維持・向上

を目指しています。 

 

②寄付の紹介 

・寄付は、会費と並ぶ社協の重要な自主財源です。年度による変動はあるも

のの、毎年一定額の寄付が寄せられています。 

・さらに寄付者が増えるよう、一般寄付、アエナちゃん募金箱、車いすや事

業用車の寄贈など、社協への寄付について積極的にＰＲすることにより、

寄付者の増に努めます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・寄付者数（５年間の平均２２２件）の２割増（２６６

件）。 

 

③事業収入の確保 

・各種事業収入の安定的な確保など、自主財源の充実に努めます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・優良な広告主を１割増やし、広告料収入を１割増やし

ます。 
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④区・都・東社協からの助成援助 

・区、都、東京都社会福祉協議会（東社協）、各種福祉財団等からの補助・助

成制度を積極的に活用し、財源の確保に努めます。 

・葛飾区からの運営費、事業費に対する補助金以外にも、受託事業や新規事

業に積極的に取り組むことにより、補助・助成制度の積極的な活用を図り、

財源の確保に努めます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・社協事業が安定かつ発展的に展開できるよう、補助

金・助成金の確保を図っています。 

 

⑤基金運用 

・平成 28 年に導入された日銀によるマイナス金利政策は、現在も続いていま

す。基金の多くは、国公債による長期的な運用をしているため、現時点で

は利子収入に対する影響は軽微です。しかしながら、今後もマイナス金利

が続くと、満期償還による預け替えなどが困難になります。 

・金利情勢に注視し、最も安全で有利な方法で基金を運用していきます。 

 

指標名 令和８年度 

５年後の到達目標 
・金利情勢に注視し、最も安全な有利な方法で基金を運

用しています。 
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資 料 編 
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１．計画策定のための調査概要等 

（１）地域福祉活動アンケート調査 

①調査の目的 

この調査は、「第４次葛飾区地域福祉活動計画（令和４～８年度）」の策定に

向け、計画の方向性や重点項目等を決定する際の基礎的な資料とすることを目

的に、社協で実施している事業にご協力いただいている皆様を対象として実施

しました。 

 

②アンケート調査の期間・対象・方法 

この調査は、令和３年３月１５日～３月２９日の期間に実施しました。 

調査の種類  調査の対象  調査方法  

①小地域福祉活動調査  
区内１９地区の小地域福祉活動推

進委員 調 査 票 を 郵 送

配布し、郵送回

収しました。 ②地域福祉活動団体調査  

区内認証ＮＰＯ法人とボランティ

ア・地域貢献活動センターに登録

しているボランティア団体 

 

③アンケート調査配布・回収状況 

調査の種類 配布数 回収数 白票・無効票 有効回収数 有効回収率 

①小地域福祉活動調査 470 350 0 350 74.5％ 

②地域福祉活動団体調査 170 93 0 93 54.7％ 

 

④調査の内容 

調査の種類 調査の内容 

①小地域福祉活動調査 

ⅰ）ご本人について  

ⅱ）小地域福祉活動について 

ⅲ）地域課題について 

ⅳ）活動の支援について 

ⅴ）自由意見  

②地域福祉活動団体調査 
ⅰ）団体について 

ⅱ）団体の活動について 

ⅲ）地域課題について 

ⅳ）自由意見 
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（２）小地域福祉活動ヒアリング調査 

①調査の目的 

第４次葛飾区地域福祉活動計画の策定にあたり、小地域福祉活動に取り組ん

でいる推進組織の役員に対し、小地域福祉活動を通じて見えてきた地域の課題、

小地域福祉活動の課題と成果などを把握するため、ヒアリング調査を実施しま

した。 

 

②調査期間 

この調査は、令和３年２月９日～２月１６日の期間に実施しました。 

 

③調査方法 

半構造化インタビュー※１ 

 

④調査対象 

小地域福祉活動に取り組み年数１０年未満の地区を対象に、地域の課題や小

地域福祉活動の課題、成果などについて把握しました。 

 

地区 推進組織 活動年数 

金町地区 金町地区小地域福祉活動推進委員会 ７年 

高砂地区 高砂共笑会 ４年 

亀有地区 亀有花風船の会 ６年 

立石地区 小地域福祉活動 立石 ４年 

東立石地区 東立石さとざくら会 ８年 

 

➄調査内容 

ⅰ）地域の課題について 

ⅱ）小地域福祉活動の課題と成果について 

 

※１ インタビューを行う前に、目的に合わせた大まかな質問を用意しておき、回答者の

回答に応じて質問内容を重ねたり、深掘りするインタビューの形式。出来上がった

質問だけを聞くのでなく、回答者から聞きたい内容を掘り下げられるのが特徴的

なインタビュー手法（簡易な質的調査法）。 
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（３）社会福祉法人地域公益活動アンケート調査 

①調査の目的 

第４次葛飾区地域福祉活動計画の策定及び葛飾区社会福祉法人ネットワーク

の活動推進に向け、葛飾区内の社会福祉法人の地域公益活動（地域貢献活動）

への取り組みや課題等を把握することにより、計画の方向性やネットワークの

今後の活動へ反映させるための基礎的な資料とすることを目的に実施しました。 

 

②アンケート調査の期間・対象・方法 

この調査は、令和３年１月１５日～２月１５日の期間に実施しました。 

調査の対象  調査方法  

葛飾区内の社会福祉法人（法人単位） 
調査票を郵送配布し、郵送回収しまし

た。 

 

③アンケート調査配布・回収状況 

配布数 回収数 白票・無効票 有効回収数 有効回収率 

54 33 0 33 61.1％ 

 

④調査の内容 

 ⅰ）地域の課題について 

 ⅱ）地域公益活動について 

 ⅲ）地域や関係団体との連携について 
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（４）パブリックコメント 

①閲覧・意見募集期間 

 

 

 

②閲覧場所 

 

 

 

③結果 

 

 

 

 

 

準 備 中 
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２．第４次葛飾区地域福祉活動計画策定委員会 

（１）第４次葛飾区地域福祉活動計画策定委員会設置要綱 

 

（ 設    置 ） 

第１条  平成 29 年３月に策定された「第３次葛飾区地域福祉活動計画」の計画

期間満了に伴い、今後の地域福祉の将来像を展望し、時代の要請に的確

に対応した計画的・具体的な活動を推進するため、葛飾区社会福祉協議

会（以下「社協」という。）内に、第４次葛飾区地域福祉活動計画策定委

員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（ 検討事項 ） 

第２条  委員会は、次に掲げる事項を検討し、その結果を社協会長に報告する。  

       （１） 第 4 次葛飾区地域福祉活動計画（以下「計画」という。）の策定

に関すること。 

       （２） その他計画策定に必要な事項。 

（ 委員会の構成 ） 

第３条  委員会は、次に掲げる者のうちから、社協会長が委嘱または任命する

委員 22 名以内をもって構成する。 

       （１） 社協役員 

       （２） 自治町会代表 

       （３） 民生委員児童委員代表 

       （４） 学識経験者 

       （５） 保健・医療機関代表 

       （６） 社会福祉施設代表 

       （７） 障害者団体代表 

       （８） 高齢者団体代表 

       （９） 青少年育成地区委員会代表 

（１０） 権利擁護関係者 

（１１） 学校関係者 

（１２） ボランティア代表 

（１３） 葛飾区職員 

（１４） 公募区民 

     ２． この委員会に委員長１名及び副委員長１名を置き、委員長・副委員

長には学識経験が就任する。 
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（ 会    議 ） 

第４条  委員会は、委員長が招集し、その議長となる。 

     ２． 委員長に事故あるときは、副委員長がその職務を代理する。 

（ 作業委員会の設置 ） 

第５条  委員会が必要と認めた場合は、作業委員会を設置することができる。 

（ 関係者の出席 ） 

第６条  委員会が必要と認めるときは、作業委員会の委員並びに関係者の出席

を求め、説明及び意見を聞くことができる。 

（ 費用弁償の支弁 ） 

第７条  この委員会の委員並びに作業委員会の委員、第６条に規定する関係者

については、「役員等の費用弁償に関する規程」を準用し、費用弁償を支

給する。ただし、葛飾区関係職員並びに社協事務局職員である者を除く。 

        なお、学識経験者委員については、別途、報償費を支弁する。 

（ 事務局 ） 

第８条  委員会の事務局は、社協内に置く。 

（ 設置期間 ） 

第９条  この委員会の設置期間は、会長あてに報告がなされた時までとする。 

（ 委    任 ） 

第１０条  この委員会の運営に必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

       付      則 

  この要綱は、令和２年 11 月 1 日から施行する。 
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（２）第４次葛飾区地域福祉活動計画策定委員会委員名簿 

任期：令和２年 11 月１日 ～ 令和４年３月 31 日 

◎委員長 〇副委員長 

№ 氏 名 所属団体 備考（役職等） 

1 ◎河合 克義 明治学院大学 名誉教授 

2 ○小野 孝嘉 田園調布学園大学 准教授 

3 谷澤 多美雄 

葛飾区自治町会連合会 

会計 

4 
杉本 一康 

佐藤 守令 

幹事（令和３年６月まで） 

幹事  

5 浅野 幸継 
葛飾区民生委員児童委員協議会 

会長職務代理  

6 津村 寿子 会長職務代理  

7 三尾 仁 葛飾区医師会 副会長  

8 根岸 哲夫 葛飾区歯科医師会 顧問・元会長  

9 加藤 竜三郎 葛飾区社会福祉法人ネットワーク 会長  

10 根本 文夫 葛飾区手をつなぐ親の会 会長  

11 矢頭 範之 
(公社）成年後見センター  

リーガルサポート東京支部 

（公社）成年後見センター・ 

リーガルサポート 相談役 

12 細谷 五郎 葛飾区高齢者クラブ連合会 会長  

13 河原塚 晃 
葛飾区青少年育成地区委員会 

会長連絡協議会 
堀切地区委員会 会長 

14 古賀 将大 葛飾区教育委員会事務局指導室 指導主事   

15 田中 厚志 かつしかＶネット  

16 新井 洋之 葛飾区 福祉部長 

17 倉谷 恭平 
公募区民 

 

18 風間 トシ子  

19 大山 安久 

葛飾区社会福祉協議会 

副会長  

20 小林   隆猛 副会長  

21 久野 清福 常務理事  
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３．第４次葛飾区地域福祉活動計画作業委員会 

（１）第４次葛飾区地域福祉活動計画作業委員会設置要綱 

 

（ 設    置 ） 

第１条  葛飾区地域福祉活動計画策定委員会（以下「策定委員会」という。）設

置要綱第５条の規定に基づき、葛飾区地域福祉活動計画作業委員会（以

下「作業委員会」という。）を設置する。 

（ 検討事項 ） 

第２条  作業委員会は、次に掲げる事項を検討し、その結果を策定委員会に報

告する。  

       （１） 葛飾区地域福祉活動計画の策定検討にあたり必要となる調査及

び資料の収集・作成 

       （２） その他、策定委員会からの下命事項 

（ 作業委員会の構成 ） 

第３条  作業委員会は、次に掲げる者のうちから、社会福祉法人葛飾区社会福

祉協議会（以下「社協」という。）会長が指名する委員 14 名以内をもっ

て構成する。 

       （１） 学識経験者 

       （２） 小地域福祉活動推進組織関係者 

       （３） ＮＰＯ・地域貢献活動団体関係者 

       （４） ボランティア団体関係者 

       （５） 社会福祉士会関係者 

       （６） 葛飾区職員 

       （７） 社協職員 

       （８） その他 

     ２． この作業委員会に委員長１名及び副委員長１名を置き、委員長には

学識経験者、副委員長は、委員のうちから委員長が指名する者をもって

充てる。 

（ 任   期 ） 

第４条  作業委員会は、第４次葛飾区地域福祉活動計画（案）をとりまとめ、

第４次葛飾区地域福祉活動計画策定委員会に報告をもって解散する。 

（ 会    議 ） 

第５条  作業委員会は、委員長が招集し、その議長となる。 
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     ２． 委員長に事故あるときは、副委員長がその職務を代理する。 

（ 関係者の出席 ） 

第６条  作業委員会が必要と認めるときは、関係者の出席を求め、説明及び意

見を聞くことができる。 

（ 事務局 ） 

第７条  作業委員会の事務局は、社協内に置く。 

（ 委    任 ） 

第８条  この作業委員会の運営に必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

       付      則 

  この要綱は、令和２年１１月１日から施行する。 
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（２）第４次葛飾区地域福祉活動計画作業委員会委員名簿 

任期：令和２年 12 月１日 ～ 令和４年３月 31 日 

◎委員長 〇副委員長 

№ 氏 名 所属団体 備考（役職等） 

1 ◎小野 孝嘉 田園調布学園大学 准教授 

2 ○佐藤 正治 亀有花風船の会 副委員長 

3 唯根 優子 
金町地区小地域福祉活動推進 

委員会 
副委員長 

4 澤目 和子 小地域福祉活動立石 副委員長 

5 入澤  充 （特非）Learning for All 事業部長 

6 森谷  哲 
（一社）ココロエディケー 

ションラボ 
代表 

7 佐野  靖子 かつしか風の子クラブ 代表 

8 久保田 由紀子 ケアラーズカフェ die Pause 代表 

9 福田  由美子 かつしか社会福祉士会 理事 

10 朝倉  剛 葛飾区 
福祉部 福祉管理課  

企画係 係長 

11 添田  和信 

葛飾区社会福祉協議会 

成年後見センター 所長 

12 田浦  正明 
小地域福祉活動推進課 課長 

福祉サービス課 課長 
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４．検討の経過 

開催日 委員会名 議事内容等 

令和２年 

11 月 13 日（金） 
第１回策定委員会 

①第３次葛飾区地域福祉活動計画及び第

２次かつしかボランティア活動推進計

画（現行計画）の概要について 

②第４次葛飾区地域福祉活動計画の策定

検討の考え方について 

③第３次葛飾区地域福祉活動計画概要版

（案）について 

④作業委員会の設置について 

12 月８日（火） 第１回作業委員会 

①第３次葛飾区地域福祉活動計画及び第

２次かつしかボランティア活動推進計

画（現行計画）の概要について 

②第４次葛飾区地域福祉活動計画の策定

検討の考え方について 

③作業委員会のスケジュール等について 

④計画策定に関わるアンケート調査の概

要について 

令和３年 

４月 23 日（金） 
第２回作業委員会 

①第３次計画（現行計画）の成果と課題

について 

②調査報告について 

③葛飾区の現状について 

６月 18 日（金） 第２回策定委員会 

①計画策定のための調査報告書について 

②現行計画の成果及び今後の課題について 

③第４次計画の骨子について 

８月 10 日（火） 第３回作業委員会 

①地域福祉活動を活性化する方策について 

②第４次葛飾区地域福祉活動計画（素案）

について 

９月 10 日（金） 第４回作業委員会 

①地域福祉活動を活性化する方策について 

②第４次葛飾区地域福祉活動計画（素案）

について 

10 月 29 日（金） 第３回策定委員会 
①第４次葛飾区地域福祉活動計画（素案）

について 
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開催日 委員会名 議事内容等 

12 月 パブリックコメント （実施予定） 

令和４年 

２月 
第４回策定委員会 （開催予定） 
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